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教育目標と本年度の重点目標の評価 
 

学校の教育理念・目標 

 

総括 

令和元年度重点目標 重点目標・計画の達成状況 

 

課題と解決方策 

武蔵野栄養専門学校（以下、「本校」と

いう。）は、学校法人後藤学園（以下「設

置法人」という。）が設置する専門学校

である。 

昭和 45（1970）年 4 月、厚生大臣（現：

厚生労働大臣）、東京都知事認可の栄養

士国家試験免除校として開校し、食と

栄養に関する技術と知識の両面から

「真のプロ」の育成に取り組み、以来

14,000 名を超える卒業生を輩出して

いる。 

後藤学園では教育の理念として実社会

での即戦力を養成するため、体感・体

験・体得を重視し、「身体で覚えた技術

は一生を貫く」「優れたプロは優れた人

格を有する」を踏まえ、「1．努力 2．

誠実 3．奉仕」を校訓に専門教育に

加え徳育面を重視し情操豊かな人間性

を持った栄養士の育成に取り組んでい

る。 

 

学校目標に基づく優先課題 

（1）令和元年度学校目標 

「基本的知識及び資質の向上を図

り、栄養士としてふさわしい人材を

育成する。」「人格教育と実践的な職

業教育により社会に有為な人材を

育成する。」 

 

（2）同目標達成のための、令和元      

年度の優先課題 

教育をより充実させることを優先

課題とし、基礎学力演習、栄養士実

力認定試験対策講座 1・2、献立作

成能力の向上など栄養士としての

資質の向上につながるように取り

組む。 

 

①基礎学力の向上 

専門学校に限らず近年の学生の基

礎学力の低下は顕著となっており、

学習不適合を未然に防ぐために、入

学時基礎学力試験の実施により抽

出した学力不足の学生に対し、選択

科目「基礎学力演習」を実施。 

本校は、栄養士法第 1 条「栄養士と

は都道府県知事の免許を受けて、栄養

士の名称を用いて栄養の指導に従事

することを業とする者」に定められて

いる栄養士を養成するために必要な

知識技能を教授し、あわせて一般の教

養を高め人格の教育と文化の向上、発

達に寄与すること（学則第 3 条）を

目的としている。 

栄養学とはまさに生きた学問であり、

栄養士は時代や社会環境・年齢などに

応じて個々の健康を柔軟に考える総

合的なプロデュース力が必要となる。 

その中でも、本校が最も大切にしてい

るのは人間性である。 

専門教育以外に、特に徳育面を重視

し、情操豊かな人間性を持った栄養士

を育成することを目的としている。 

また、時代の流れや社会環境の変化に

適応できる人材を輩出するために、

「基礎分野(人文科学、社会科学、自

然科学、外国語、保健体育)」「専門分

野(社会生活と健康、人体の構造と機

能、食品と衛生、栄養と健康、栄養の

指導、給食の運営)」に分け豊かな人

間性をはぐくむ教養から栄養士とし

て必要な専門知識までを習得させ、 

多様化する栄養士のニーズに合った

授業の展開の為、入学者の興味関心を

重視した選択コースの開講により教

育の充実を図る。 

・スポーツ栄養実習授業計画の策案 

・スポーツ栄養士資格取得までのサポ

ート 

 

学生授業評価の充実と教員間授業評

価の実施の為、教育の質の向上を目指

し、現状のカリキュラムやシラバスが

栄養士としての資質や能力の育成に

ふさわしい内容であるか精査・改善す

る。 

・授業評価アンケート用紙の改善 

・教員相互の授業参観・授業評価の実

施 

・授業評価を取り入れた授業改善の実

施 

 

栄養士実力認定試験において A 判定

取得者を向上（目標 80％）させ、栄養

士養成施設としての質的向上を図る。 

・各科目・各授業回の小テスト実施 

・対策講座における各科目担当者のレ

ベルアップ 
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学校の教育理念・目標 

 

総括 

令和元年度重点目標 重点目標・計画の達成状況 

 

課題と解決方策 

 ②実務能力の向上 

校内実習・大量調理実習は、

給食業務、栄養士業務につい

て理解を深めさせるという

目的とともに、教員とのコミ

ュニケーション、クラス間で

のチームワークの構築、さら

に成功体験による達成感、充

実感の体得などを実践して

いるモデル授業であり、実践

力を身に付ける場としてい

く。 

また、職業実践専門課程認定

校として、教育水準の維持・

向上を目指し、企業と連携し

た実習・演習等を取り入れ実

務能力の習得に努める。 

 

「その他の専門分野」として実践教育

である選択コースを開講し他校との

差別化を図っている。 

また、時代の流れや社会環境の変化に

適応できる人材を輩出するために、

「基礎分野(人文科学、社会科学、自

然科学、外国語、保健体育)」「専門分

野(社会生活と健康、人体の構造と機

能、食品と衛生、栄養と健康、栄養の

指導、給食の運営)」に分け豊かな人

間性をはぐくむ教養から栄養士とし

て必要な専門知識までを習得させ、

「その他の専門分野」として実践教育

である選択コースを開講し他校との

差別化を図っている。 

・試験直前集中講座・自己学習できる

環境整備 

 

 

 
最終更新日付 令和 2 年 5 月 31 日 記載責任者 宮﨑 知左子 
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基準１ 教育理念・目的・育成人材像 
 

大項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

学園の教育理念は「身体で覚えた技術は一生を貫く」の実践と「優れたプロ

は優れた人格を有する」の二本柱である。本校は実践中心の教育と人間性を

育てる徳育（人格教育）を重視しており、時代や社会環境の変化に応じて柔

軟に対応できる栄養士の育成を目指している。 

校訓を「努力」「誠実」「奉仕」と定め、学則において「栄養士法第 1 条第 1

項に定められている栄養士を養成するために必要な知識及び技能を教授し、

あわせて一般の教養を高め人格の教育と文化の向上、発達に寄与することを

目的とする」と謳っている。 

栄養士としての専門的な知識・技術を身に付け社会に貢献するだけでなく、

社会人としての礼儀やマナー、コミュニケーション能力や課題解決力もあわ

せて育成すべきであると考え、教育活動を続けている。 

 

学校目標の取り組みについて、今後の育成すべき人材像を明確にしていくた

めに、学園目標を「学びの中に楽しさを、厳しさの中に喜びを、知識・技術

と心の幸福な出会いの実現する授業を、信（まこと）の教育の道として進み

ます。」と定めている。 

平成 27 年度より学園目標は「学びの中に楽しさを、厳しさの中に喜びを、知

識・技術と心の幸福な出会いの実現する授業を、信（まこと）の教育の道と

して進みます。」となっている。 

教育理念、校訓、目的については学校案内やハンドブック等に記載するだけ

でなく、教員に関しては研修等で確認し、学生・保護者にも伝達の機会を持

つ。 

中間的構想として近未来プロジェクトを立ち上げ同法人 3 校の施設面を含め

た今後の在り方について検討を開始した。 

教育理念を教育現場に合わせて具体化したものが校訓であることを明確にす

る。 

 
最終更新日付 令和 2 年 5 月 31 日 記載責任者 武内 悠冶 
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1-1 （1/1） 

1-1 理念・目的・育成人材像 

 

小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

1-1-1 理念・目的・育成

人材像は、定められて

いるか 

・理念に沿った目的、育成人材

像とする。 

・理念等は文書化するなど明確

に定める。 

・理念等において専門分野の特

性は明確である。 

・理念等に応じた課程（学科）

を設置する。 

・理念等を実現するための具体

的な目標・計画・方法を定める。 

・理念等を学生・保護者、関連

業界等に周知する。 

・理念等の浸透度を確認する。 

・理念等を社会等の要請に的確

に対応させるため、適宜、見直

しを行う。 

目的は学則に明記し、育成人材

像は学校案内書で周知してい

る。 

学校の教務担当教員を中心と

して科目の見直し、再編成を随

時実施している。 

関連業界の求める人材像に適

合するためにカリキュラムの

改編等を行っている。 

教育理念は学生生活ハンドブ

ックに明記するとともに学内

に銘板で提示する事により周

知徹底を図っている。 

学校案内やハンドブック等に

記載するだけでなく、教員は研

修等で確認する機会を設け、学

生には入学時のオリエンテー

ション時に伝達の機会を持つ。

しかし、保護者に対し、周知す

る事が困難なため、ホームペー

ジ等においてもより具体的な

育成人材像を明示していくこ

とが必要である。卒業生が活躍

するであろう業界のニーズを

把握し、断続的なカリキュラム

のチェックをする。 

今後、本校の建学の理念を広報

活動等で一層周知徹底をする。 

・学校法人後藤学園規程集 

・学校案内書 

・学生生活ハンドブック 

・ホームページ 

・学内の銘板 

1-1-2  育成人材像は専

門分野に関連する業界等

の人材ニーズに適合して

いるか 

・課程（学科）毎に関連業界等

が求める知識・技術・技能・人

間性等人材要件を明確にする。 

・教育課程、授業計画（シラバ

ス）等の策定において関連業界

からの協力を得る。 

平成 25 年度より立上げた教育

課程編成委員会は引き続き活

動を続け、関連業界の求める知

識・技術を習得するための授業

計画について検討、平成 30 年

度も前年度同様 2 年生に対し、

選択コースの一部で企業関係

者を招き、実践的な授業を行っ

ている。 

企業や関連する業界関係者の

求める知識・技術を習得するた

めに、関連業界が求める人材像

を明確にしていく必要がある。 

教育課程編成委員会の企業委

員の意見を取り入れるために、

委員会で協議された内容をま

とめる。 

・クックトレーニング実習１・

２のシラバス（学生生活ハンド

ブック） 

・教育課程編成委員会議事 

録 
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1-1-2 続き ・専任、兼任（非常勤）にかか

わらず教員採用において関連

業界等からの協力を得る。 

・学内外にかかわらず、実習の

実施にあたって、関連業界等か

らの協力を得る。 

・教材等の開発において、関連

業界等からの協力を得る。 

一年次では、大量調理実習の授

業において企業関係者を招き

授業を行っている。 

企業関係者による実践的な授

業は全学生を対象として行う

必要があるため令和 2 年度に

おいても検討していく。 

理念や教育目標に沿った教材

について検討・開発を行ってい

く必要がある。 

教育課程・授業計画（シラバス）

等の策定、関連業界が求める人

材に近づける内容を検討する。 

 

1-1-3 理念等の達成に

向け特色ある教育活動

に取組んでいるか 

・理念等の達成に向け特色ある

教育活動に取り組む。 

・特色ある職業実践教育に取り

組む。 

教育理念に基づき実習科目を

多く設定し、社会のニーズに対

応した人材を育てるため、大量

調理実習・校内実習を行い、職

場での即戦力に結びつくよう

にしている。 

 

校訓である「努力・誠実・奉仕」

のすべてを学ぶ場となりうる

科目として、大量調理実習・校

内実習を位置づけることがで

きる。今後も栄養士としての人

間性を高め、知識・技術のさら

なる向上を目指す。 

・シラバス 

・大量調理実習の講義ノート 

・校内実習の講義ノート 



 

6 

 

1-1-4 社会のニーズ等

を踏まえた将来構想を

抱いているか 

・中期的（3～5 年程度）視点

で、学校の将来構想を定める。 

・学校の将来構想を教職員に周

知する。 

・学校の将来構想を学生・保護

者・関連業界等に周知する。 

 

中期的構想として近未来プロ

ジェクトを立ち上げ同法人３

校の施設面を含めた今後の在

り方について検討を開始した。 

学校の将来計画を策定するた

め、近未来プロジェクトの推進

を図るべきである。 

近未来プロジェクト、将来構想

を定め、教職員にも周知する必

要がある。 

・近未来プロジェクト資料 

・シラバス 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

建学の精神、教育の理念は、学校教育のバックボーンであり、連綿と受け継

がれてゆくものであり最終的にはカリキュラム編成に反映されるべきもので

ある。このため将来構想を策定する際にもこの基本理念をもとにするべきで

ある。 

理念・目的・育成人材像は学校案内書にて提示されている。今後は授業アン

ケート等でこの理念が生徒に定着しているかどうかをフィードバックする。 

「身体で覚えた技術は一生を貫く」と「優れたプロは優れた人格を有する」

という 2 つの理念は実社会での即戦力を養成するための 2 つの柱である。 

近未来プロジェクトを立ち上げ、中間的構想を検討していく。将来構想を策

定する際にも、教育の理念を出発点とする必要がある。 

平成 27 年度発足された人格教育委員会が、学校教育目標を中心に人格教育を

推進する取り組みについて提唱した冊子を作成し、平成 29 年度より学生へ提

示した。 

 
最終更新日付 令和 2 年 5 月 31 日 記載責任者 武内 悠冶 
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基準２ 学校運営 
 

大項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

１．組織編成 

① 教務課…学修に関わること 

   カリキュラム・履修・試験・講師との連絡調整・授業評価アンケート

の実施・基礎学力向上への取り組み・学校行事等について 

② 実習実験課…実践トレーニング 

   通常授業の他、実技補講・献立作成指導等を行い、実践力を身に付け

させる。実習実験日誌の記入による教職員の意識の向上及び教職員の

共通理解。 

③ スチューデントサポート課…人材育成及び学生支援 

   月間目標の設定による挨拶指導・生活習慣の改善。指導記録の共有に

よる教職員の共通理解。 

 

２．作業部会 

①栄養士実力認定試験対策部会 

 模擬試験の実施、栄養士実力試験対策講座の開講・アンケートの実施。 

  栄養士実力認定試験対策講座 1・2 の授業運営に関わった。 

 

②事業計画・事業報告・自己評価等報告書作成部会 

 自己評価報告書の作成に向けて、原案の作成を行った。完成後は次年度 

（令和元年度自己評価報告書）に向けて活動した。 
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③卒後支援対策部会 

例年卒後支援として、管理栄養士国家試験を受験する卒業生に対して、 

管理栄養士国家試験受験準備講座を開催している。 

また、ブログ「管理栄養士国家試験対策ラボ」を通じて、過去問題の解説、

勉強方法など卒業生に対して情報発信し、令和元年度も科目を限定して実

施した。 

卒業時には卒業生に対して「管理栄養士になろう！」の冊子を配布し受験

に対する意識を高めている。 

 

〈管理栄養士国家試験受験準備講座〉 

令和元年度は 9 月 7 日より全 8 回実施し、15 名が参加した。 

合格率は、20％であり、新型コロナウイルスの影響により、受験していない

受験者もいた。 

   

④学生募集対策部会 

 

今後の獲得学生数の減少を出来る限り抑えるための、学校が取り得る 

対策案を検討・実施した。 

  

⑤将来構想部会 

 

今後の組織や運営をより良くするための将来構想を検討した。 

 

平成 28 年度より将来の学校運営を円滑に進め、全教職員の問題意識の 

共有化と円滑なコミュニケーションを図るために、定例職員会議 

（月 1 回）を開催した。会議内容の更なる充実が課題である。 

平成 28 年度により HP をリニューアルした。今年度も、「学生募集対策部会」

として PR 映像作成のための各授業・行事における写真撮影等の資料収集を行

った。 

また、平成 28 年度 9 月より立ち上げたパンフレット委員会は、募集年度の学

生募集パンフレットを作成した。平成 28 年度より体験入学時を利用し、保護

者を対象とした学費等の説明内容を検討・実施している。 

 

平成 27 年度より設置された人格教育委員会（本校は 2 名所属）は、2 か月に

1 回定例会議を行い、学校教育目標を中心に人格教育の推進策を論議した。 

平成29年度に人格教育への認識と取組について提唱した冊子を後藤学園教職

員と講師へ配布し、周知を図っている。 

 
最終更新日付 令和 2 年 5 月 31 日 記載責任者 武内 悠冶 
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2-2 （1/1） 

2-2 運営方針 

 

小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

2-2-1 理念に沿った運

営方針を定めているか 

・運営方針を文書化するなど明

確に定める。 

・運営方針は理念等、目標、事

業計画を踏まえ定めている。 

・運営方針を教職員等に周知す

る。 

・運営方針の組織内の浸透度を

確認する。 

本校の運営方針は本校の目

的とも一致し、栄養士を育成

するために必要な知識及び

技能を教授し、あわせて一般

の教養を高め人格の教育と

文化の向上、発達に寄与する

ことである。 

校長は、学園の理念や学校の

目標を踏まえ運営方針を定

め教職員に周知している。 

教育目標については事業計画

などにも記載し、教職員に周知

されている。 

運営方針は年度当初に校長よ

り訓示されるが重点目標や具

体的な取り組みについても共

通理解が必要である。 

学園全体の教育理念と校訓は

整合性が保たれていなければ

ならない。 

常に適正な学校運営がなされ

ているか、法人事務局との連携

を図りながらチェック及び改

善を行っていく必要がある。 

・学校法人後藤学園規程集 

・学生生活ハンドブック 

・担任表 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

学園の目標→学校の目標→学校の運営方針等はそれぞれ、後者が前者の達成

のための手段となるため、目的と手段の適合性をチェックして有用性を保障

する必要がある。学園の理念や育成人材像に沿った教育を実施する必要があ

る。 

教育理念や育成人材像を達成するためにすべてのクラスに担任を設置し、き

め細かい指導を行うと共に、生徒のニーズや将来の活躍分野に対応したコー

スを設定している。 

 

 

最終更新日付 令和 2 年 5 月 31 日 記載責任者 武内 悠冶 
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2-3 （1/1） 

2-3 事業計画 

 

小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

2-3-1 理念等を達成す

るための事業計画を定

めているか 

・中期計画（3～5 年程度）を

定める。 

・単年度の事業計画を定める。 

・事業計画に予算、事業目標等

を明示する。 

・事業計画の執行体制、業務分

担等を明確にする。 

・事業計画の執行・進捗管理状

況等を明確にする。 

・事業計画の執行・進捗管理状

況及び見直しの時期・内容を明

確にする。 

学校の目的、目標を達成するた

めの事業計画を定め、学校は事

業計画に沿って運営されてい

る。 

施設設備における新規購入お

よび修繕等については事業計

画にて予算を提示、計画的な予

算の執行を行っている。 

また、事業報告においてその達

成度および進捗状況の報告が

されている。中期的構想として

近未来プロジェクトを立ち上

げ同法人 3 校の施設面を含め

た今後の在り方について検討

している。 

次年度予算編成に当たって、学

校の事業計画はその基礎的な

積算根拠となるものである。 

理事会で承認した事業計画に

沿って、予算執行がなされるべ

きである。 

当該年度の業務遂行が計画に

準拠して実行されたかどうか

は 5 月の理事会において決算

報告に先立って行われる事業

報告によりチェックする。 

今後は、計画と実績の比較⇒差

異分析⇒原因究明といったマ

ネジメントサイクルが必要で

ある。 

・事業計画書 

・事業報告書 

・近未来プロジェクト 

・理事会開催記録 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

事業計画（plan）に基づいて予算編成がなされ、実際年間の教育が実行（do）

され、事業報告書によりチェック（see）され、次年度への改善行為（corrective 

action）を提案するというマネジメントサイクルとなる。 

学園の将来的なビジョンを実現するため、令和 2 年度からの新たな中期計画

を立て、何をいつ取り組むか、についても明記し、これに基づいた単年度事

業計画を策定した。 

 
最終更新日付 令和 2 年 5 月 31 日 記載責任者 武内 悠冶 
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2-4 （1/1） 

2-4 運営組織 

 

小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

2-4-1 設置法人は組織

運営を適切に行ってい

るか 

・理事会、評議員会は、寄附行

為に基づき適切に開催する。 

・理事会等は必要な審議を行

い、適切に議事録を作成する。 

・寄附行為は、必要に応じて適

正な手続きを経て改正する。 

学校法人運営について定めた

「寄附行為」により理事会及び

常務会・評議員会と、主要な運

営会議（法人事務局・各学校責

任者会議・副主事以上会議・各

課会議・講師会議等）を定期的

に行っている。 

限られた人員により運営して

いるため、各員に振り分けられ

る担当業務も多数となってお

り、担当業務の合理化及び標準

化を図る必要がある。 

学校の目標達成のため適材適

所の人事配置に心がけ、人数増

減の的確な把握と必要に応じ

た補充など調整が必要である。 

・組織図 

・組織規程 

2-4-2 学校運営のため

の組織を整備している

か 

・学校運営に必要な事務及び教

学組織を整備する 

・現状の組織を体系化した組織

規程、組織図等を整備する。 

・各部署の役割分担、組織目標

等を規定等で明確にする。 

・会議、委員会等の決定権限、

委員構成等を規定等で明確に

する。 

・会議、委員会等の議事録（記

録）は、開催毎に作成する 

・組織運営のための規則・規定

等を整備する。 

・規則・規定等は、必要に応じ

て適正な手続きを経て改正す

る。 

学園組織のもと教務部一本化

の体制として組織図を整備し

ている。 

教務部の下に①教務課、②実

習・実験課、③スチューデント

サポート課の各組織がある。副

部長・主事・エキスパート・副

主事と、それぞれの責任担当を

明確化させている。 

日常的な現場運営の意思決定

は主事以上会議・各課会議にお

いて、学園・学校全体の基本方

針は理事会・常務会・評議員会

で決定し、効率的・有機的運営

を目指している。各会議では開

催ごとに議事録を作成し、記録

を残している。 

各部署の役割分担は明確だが、

組織運営のための規程・規則等 

の整備を明確にしていく必要

がある。 

主な意思決定機関は左記のと

おりであるが、それぞれが業務

分掌に従って意思決定を行え

るよう権限を明確化していく

必要がある。 

組織運営のための規則・規定等 

を整備し、必要に応じて適正な

手続きを経て改正していく。 

・学校法人後藤学園規程集 

・組織図 
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2-4-2 続き ・学校の組織運営に携わる事務

職員の意欲及び資質の向上へ

の取り組みを行う。 

 採用後の「職場内研修」、「職場

外研修」など、教職員育成のた

めの研修制度を計画的に実施

していく必要がある。 

各種研修制度の構築 OJT、

OFF-JT、階層別研修、外部研

修などに取り組んでいく。 

・研修に関する要綱 

・研修計画 

・研修実績 

・研修報告書 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

学校法人はその課せられた社会的使命を果たすために必要な管理運営組織を

置いている。「理事会は、学校法人の業務を決し、理事の職務の執行を監督す

る」（私立学校法第 36 条第 2 項）と規定されているように、意思決定のプロ

セスを明確にし、執行の結果についてのアカウンタビリティ（説明責任）を

果たすことが必要である。 

学校がその業務を適正かつ効率的に遂行するためには内部統制システムを構

築し、正当な手続きに基づき、効率的な管理運営に努めるとともに、学校運

営に関する法規を遵守することが必要である。 

 
最終更新日付 令和 2 年 5 月 31 日 記載責任者 武内 悠冶 
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2-5 （1/1） 

2-5 人事・給与制度 

 

小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

2-5-1 人事・給与に関す

る制度を整備している

か 

・採用基準・採用手続きについ

て規程等で明確化し、適切に運

用する。 
・適切な採用広報を行い、必要
な人材を確保する。 
・給与支給等に関する基準・規

程を整備し、適切に運用する。 
・昇任・昇給の基準を規程等で
明確化し、適切に運用する。 
・人事考課制度を規程等で明確

化し、適切に運用する。 

採用については、理事長、法人

事務局、校長の面接により協議

のうえ決定している。 

昇任・昇格は人事評価をもとに

学校長から候補者の推薦を受

け、法人事務局で協議し決定し

ている。 

給与支給は「学校法人後藤学園

給与規程」および基本給与表に

基づいて運用している。 

毎期決算を行い、人件費の総体

や各部門別データが開示され

ている。 

人事考課制度を設け、人事評価

をもとに適切に運用している。 

法定要件の充足と実際の在籍

教職員数との整合性に留意す

べきであるが、教育目標達成の

ための教職員の人材確保も必

要である。 

人事評価制度の運用は、評価者

の基準の統一化が問題となる。

このため、平等な評価実施のた

めの評価者教育等を定期的に

実施する必要がある。 

また、個々の業務に追われ、評

価者が人事評価に集中する時

間がないことも問題である。 

個々のモチベーションや仕事

のパフォーマンス向上のため

には、評価基準の明確化、能力

や成果にふさわしい昇級・昇格

の実施が重要である。 

・学校法人後藤学園規程集 

・人事評価に関する規則 

・給与規程 

 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

人事評価を公正に行い、各教職員の努力や創意工夫が反映できる給与体系と

することが重要である。 

①マネジメント職群、②エキスパート職群、③教育職群、④事務職群、⑤事

務補助職群というように仕事の内容やレベルの違いによるグループ分けを行

い、それぞれに等級を設け職能基準書に基づく評価を行う人事考課制度を設

け、人事評価をもとに適切に運用している。 

 
最終更新日付 令和 2 年 5 月 31 日 記載責任者 坂口 純也 
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2-6 （1/1） 

2-6 意思決定システム 

 

小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

2-6-1 意思決定システ

ムを整備しているか 

・教務、財務等の業務処理にお

いて、意思決定システムを整備

する。 

・意思決定システムにおいて、

意思決定の権限等を明確にす

る。 

・意思決定システムは、規則、

規程等で明確にする。 

定期的に学校と法人事務局で

会議を実施し、学校の意見を吸

収している。 

①学校と法人事務局との会議

で決定したことは、②常務会

(内部理事会)で議題の資格審

査をし、③評議員会の諮問を受

け、④理事会で最終決定され

る｡ 

 

学校と法人事務局との定期的な

会議を実施し共通理解を図るほ

か、日常的な現場運営における

意思決定は月 1 回開催される職

員会議や主事以上会議、各課

会議、作業部会・委員会会議等

において報告、審議、討議、承

認されるシステムとなっている。 

 

意思決定において理事長のリ

ーダーシップが発揮できるた

めには、組織の目的や目標の共

有が必要である。 

教職員の意見は、法人事務局と

学校との会議等を通じて法人

事務局へ吸収されるべきであ

る。 

組織論的には、各階層とも権限

の委譲と責任の体系および職

務内容の明確化が必要である。 

・理事会開催記録 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

常に学校の現場の意見が反映されるような風通しのよい組織を維持していくことが

重要である。 

コミュニケーションを図り、問題意識を共有することや、規則・規程等を整備し、教職

員の権限と責任の明確化を図っていく必要がある。 

 

各教職員が創意工夫を発揮するためには、日常のコミュニケーションを図り、

問題意識を共有することが重要である。 

 
最終更新日付 令和 2 年 5 月 31 日 記載責任者 坂口 純也 
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2-7 （1/1） 

2-7 情報システム 

 

小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

2-7-1 情報システム化

に取組み、業務の効率

化を図っているか 

・学生に関する情報管理システ

ム、業務処理に関するシステム

を構築する。 

・情報システムを活用し、タイ

ムリーな情報提供、意思決定を

行う。 
・学生指導において、適切に学
生情報管理システムを活用す
る。 
・データの更新等を適切に行
い、最新の情報を蓄積する。 
・システムのメンテナンス及び

セキュリティ管理を適切に行

う。 

現在、総務部で学内ＬＡＮにて

集中管理している。 

各教職員は情報によって権限を

与えられている。 

学生の出欠席管理や成績管

理、就職活動状況など、教職員

が学生情報を共有できるよう学

内システムにて管理している。 

学生・生徒の確保に関する「募

集管理システム」、在校生の教

務管理及び就職業務のための

「教務管理システム」および「財

務システム」を根幹システムとし

た「総合情報システム」を構築し

ている。 

 

セキュリティの確保が重要で

あるため、平成 29年度 12月よ

り新セキュリティシステムを

導入した。 

情報システムを有効に活用し

ていくためには、運用方法を含

め、継続的な改善を続けていく

必要がある。 

・学校法人後藤学園規程集 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

情報インフラの構築、およびその保守は、学園全体の広報、教務、学生生活、

就職などの教育機能の基盤としての重要性を有している。 

セキュリティの確保のため、平成 29年度 12 月より新セキュリティシステムを導

入したが情報の取り扱いについては、セキュリティシステムに頼るのみならず、

個々の意識向上が必要である。 

 

 
最終更新日付 令和 2 年 5 月 31 日 記載責任者 坂口 純也 
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基準３ 教育活動 
 

大項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

教育内容は、その年ごとの問題点や社会の現状に即したカリキュラムとなる

よう検討、見直しが必要であるほか、業界ニーズの分析・検討を行っていく

ことが望まれることから、平成 27年度にカリキュラム変更を行った。 

 

教育内容の評価においては、学期ごとに授業評価アンケートを実施している。

授業評価アンケートの結果を基に、教育内容の改善に繋がる体制を整えてい

る。 

 

教職員として必要な実務能力や的確な判断力の向上、知識・技術・技能やマ

ネジメント能力など指導力の習得・向上および教養を身に付けた人材を育成

することを目的として「職場内研修」や「職場外研修」など様々な取組を行

っている。研修で得たことを学生に還元するため、今後も継続して研修を行

っていく。 

 

＜教育充実の枠組み＞ 

 

基礎学力演習による基礎学力の向上 

オリエンテーション時に基礎学力試験を行い、学習不適合を未然に防ぐため、

学力不足の学生に対し、選択科目「基礎学力演習」を実施している。また、

個別対応などを行い、全体の底上げを図っている。 

 

＜調理技術の向上＞  

 

平成 30 年度より授業時間外に実習室を開放し、さらなる食への興味を引き立

て、調理技術を向上させるために料理クラブの実施を開始し、今年度も引き

続き実施した。 

 
最終更新日付 令和 2 年 5 月 31 日 記載責任者 坂口 純也 
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3-8 （1/1） 

3-8 目標の設定 

 

小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

3-8-1 理念等に沿った

教育課程の編成方針、

実施方針を定めている

か 

・教育課程の編成方針、実施方

針を文書化するなど明確に定

める。 

・職業教育に関する方針を定

める。 

栄養士養成に関わる必修科目

及び単位数は、栄養士法施行規

則にて定められている。 

教育理念に沿った教育を行う

ために、各科目では授業計画を

立て、教育の方針や教育内容に

ついて定め、学生生活ハンドブ

ック中に授業計画（シラバス）

として収載し配布している。 

また、本校が実践的かつ専門的

な職業教育を実施するための

教育課程の編成や随時見直し

を行うことを目的に、専門分野

に関する企業関係者をメンバ

ーに含む教育課程編成委員会

を設立している。 

企業等と連携した実習・演習に

ついて、「校外実習」・「大量調

理実習」の他、選択コースであ

る「クックトレーニング実習

1・2」において、実際に企業関

係者を招き授業を行っている。 

栄養士の活躍する業界・現場の

実情に即した人材を輩出する

ためには、教育課程の随時見直

しを行う必要があるため、今後

も教育課程編成委員会及び教

育課程内部検討委員会による

教育課程の編成、随時見直しを

行う。 

栄養士が果たすべき社会的役

割の基本となる能力を養うた

め、企業等と連携した実習・演

習等を増やし、栄養士として必

要とされる知識や技能を身に

付けさせるとともに、職業との

関連を重視した実践的な教育

を通じて、実践的・創造的な職

業人を育成していく。 

令和 2 年度においても全学生

を対象とした科目について、企

業等と連携した実習・演習を増

やしていく必要がある 

・学校案内書 

・学生生活ハンドブック 
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3-8-2 学科毎の修業年

限に応じた教育到達レ

ベルを明確にしている

か 

・学科毎に目標とする教育到達

レベルを明示する。 

・教育到達レベルは、理念等に

適合する。 

・資格、免許の取得を目指す学

科において、取得の意義及び取

得指導、支援体制を明確にす

る。 

・資格、免許取得を教育到達レ

ベルとしている学科では、取得

指導、支援体制を整備する。 

教育目標を達成するために必要

な授業科目の流れ及び各授業

科目のつながりを示したカリキュ

ラムマップを作成し、入学から卒

業までの教育到達レベルをイメ

ージできるようにしている。２年次

は就学期間において一定のレ

ベルに達したかどうかを計るため

に、全国栄養士養成施設協会

が実施している栄養士実力認定

試験を全員が受験している。 

 

栄養士としての専門的知識を

習得するために、繰り返し小テ

スト等を行い基礎学力の向上

に向けて指導を行う必要があ

る。 

栄養士実力認定試験は、栄養士

のレベルの均一化、全体的なレ

ベルの向上と社会的地位の確

立を目的に行われる試験で、栄

養士として必要な知識・技能に

優れていると認められた者に

対しては認定Ａと評価される。

この試験において認定Ａ評価

者を増加させ、認定Ｃ評価者を

減少させるために栄養士実力

試験対策講座等を行った。令和

元年度の認定Ａは 88 名であっ

た。 

令和 2 年度においてもより細

やかな指導を行い、認定Ａ評価

者の割合を増やしてく必要が

ある。 

 

・学生生活ハンドブック 

・学校案内書 

・カリキュラムマップ 

・栄養士実力認定試験関係資料 

・栄養士実力認定試験対策部会

活動報告書 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

教育目標の達成のための授業科目の流れを示したカリキュラムマップを作成

した。カリキュラムの流れとしては、導入科目・基礎科目から応用科目・発

展科目へと展開し、専門的知識を段階的に吸収していけるようなプログラム

を組んでいる。 

本校では、高度な専門知識や技術を身に付けた食や健康のスペシャリストと

して向上心や探究心をもった栄養士の養成を行っている。 

それぞれの学生の将来の活躍分野の多様性に合わせて、より実践力のある栄

養士を育てるために、①「病院・福祉栄養コース」②「チャイルドニュート

リメントコース」③「クックトレーニングコース」の 3 つの選択コースを設

定している。 

 

 
最終更新日付 令和 2 年 5 月 31 日 記載責任者 坂口 純也 
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3-9 （1/1） 

3-9 教育方法・評価等 

 

小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

3-9-1 教育目的・目標に

沿った教育課程を編成

しているか 

・教育課程を編成する体制は、

規程等で明確にする。 

・議事録を作成するなど教育課

程の編成過程を明確にする。 

・授業科目の開設において、専

門科目、一般科目を適切に配分

する。 

・授業科目の開設において、必

修科目・選択科目を適切に配分

する。 
・修了に係る授業時数、単位数
を明示する。 
・授業科目の目標に照らし、適

切な教育内容を提供する。 

・授業科目の目標に照らし、講

義、演習、実習等適切な授業形

態を選択する。 

・授業科目の目標に照らし、授

業内容、授業方法を工夫するな

ど学習指導を充実する。 

・職業実践教育の視点で、科目

内容に応じ、講義、演習、実習

等を適切に配分する。 

教育課程の編成は、専門分野に

関する企業関係者等を含めた

教育課程編成委員会及び教育

課程内部検討委員会において

討議・決定されている。 

授業科目は「基礎分野」「専門

分野」「その他の専門分野」で

編成され、専門分野は原則とし

て講義から実習・実験へと展開

し、教育理念である「身体で覚

える授業」を体現している。 

実験・実習の充実を図るために

必修科目、必修選択科目、自由

選択科目を開設し、卒業後、社

会の即戦力として活躍できる

ようなカリキュラムを構築し

ている。 

カリキュラムは、将来、栄養士

が活躍する分野である業界の

ニーズを把握し、学生の質・社

会の質の変化等に柔軟に対応

すべく、定期的に見直していく

必要がある。 

 

「その他の専門分野」では、

個々の学生の将来の活躍分野

に合わせたプログラムを設置

し、本校の特色を打ち出してい

る。 

また、①基礎学力の向上②実践

力養成のため実習・実験科目の

充実③資格試験の受験対策講

座等にも、引き続き取り組んで

いく必要がある。 

時代の変遷、産業界のニーズに

対応するためには基礎教育（物

の見方、考え方）の充実が重要

であり、さらに学科の特色を打

ち出せるような科目設定をし、

他校との差別化を行うべきで

ある。 

今後も随時カリキュラム改革

を実施していく必要がある。 

 

・学生生活ハンドブック 

・シラバス 

・栄養士法施行規則第 2 章第

9条（1）の別表第 2 

・学校案内書 

・事業計画書 

・教育課程編成委員会及び教

育課程内部検討員会要綱 

・教育課程編成委員会名簿 

・教育課程編成委員会議事録 
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3-9-1 続き ・職業実践教育の視点で教育内

容、教育方法、教材等について

工夫する。 

・単位制の学科において、履修

科目の登録について適切な指

導を行う。 

・授業科目について授業計画

（シラバス・コマシラバス）を

作成する。 

・教育課程は、定期的に見直し、

改定を行う。 

食と栄養・健康に関する基礎的

な考え方や専門的知識や技術

を習得できるよう今日のニー

ズに合った体系的なカリキュ

ラムを編成している｡ 

教科ごとに①教育の方針、②授

業の狙いと内容、③評価の目安

と方法、16 回分のコマシラバ

スを記載したシラバスを作成

し、学生生活ハンドブックにて

学生にも公示している｡ 

各教科の教育目標を達成する

ための要素としてのシラバス

は、各教科整備されるべきであ

る｡ 

専任・非常勤も含めて各教科授

業計画を策定させるべきであ

る｡ 

時代の変化、社会のニーズの変

遷、人々のライフスタイルの変

遷、価値観の推移等に合わせた

定期的な点検が必要である｡ 

随時、教育目標とコマシラバス

との整合性のチェックを行っ

ていく。 

・学生生活ハンドブック 

・学校案内書 

 

3-9-2 教育課程につい

て、外部の意見を反映

しているか 

・教育課程の編成及び改定にお

いて、在校生、卒業生の意見聴

取や評価を行う。 

・教育課程の編成及び改定にお

いて、関連する業界、機関等の

意見聴取や評価を行う。 

・職業実践教育の効果につい

て、卒業生・就職先等の意見聴

取や評価を行う。 

 

 

 

平成 25 年度より、卒業生及び

関連分野における企業関係者

をメンバーの一員として構成

された、教育課程編成委員会を

設置、教育課程・教育内容の編

成及び改定のための会議を設

け、意見交換や評価を行った。 

また、在校生については、半期

ごと、授業終了時に授業評価ア

ンケートを実施し、評価結果を

基に授業内容の改善を図って

いる。 

教育課程編成委員会において

関連業界の委員や卒業生から

の意見を伺い、今後の教育活動

に活かしていく必要がある。 

・教育課程編成委員会議事録 

・授業評価アンケート結果 
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3-9-3 キャリア教育を

実施しているか 

・キャリア教育の実施にあたっ

て、意義、指導方法等に関する

方針を定める。 
・キャリア教育を行うための教
育内容、教育方法、教材等につ
いて工夫する。 
・キャリア教育の効果につい

て、卒業生、就職先等の意見聴

取や評価を行う。 

 

本校の特色でもある選択コー

スは、事業所、学校・保育園、

病院・高齢者施設の3つの分野

より1つを選び、より専門的な

実践力を身に付けるという方

針の授業が行われている。 

 

1年次は卒業生懇談会や就職支

援講座、2年次には校内企業説

明会や就職ガイダンスを行っ

ている。就職担当者とクラス担

任が連携して学生が社会へ出

て、栄養士として活躍するため

の基礎的教育に努め個人に合

わせた指導を行っている。 

卒業生懇談会や就職支援講座

実施後はアンケートを実施し、

アンケートの意見や要望を考

察し、学生のニーズに合わせた

支援を行っている。 

 

キャリア教育の実施にあたっ

ては、方針を定め教育に当たる

教職員全員が共通理解を持つ

必要がある。 

 

卒業生の受入企業との連携を

より密にし、本校のキャリア教

育が有効なものであるかを常

に検証し、社会のパラダイム

(物の見方、捉え方)の変化や、

産業界のニーズに合わせた教

育カリキュラム改革を実施し

ていく必要がある。 

・学校案内書 

・接遇・ビジネスマナー演習 

授業プリント 

・卒業生懇談会 

・就職支援講座の開催資料 

 

3-9-4 授業評価を実施

しているか 

・授業評価を実施する体制を整

備する。 

・学生に対するアンケート等の

実施など、授業評価を行う。 

・授業評価の実施において、関

連業界等との協力体制を構築

する。 

・教員にフィードバックする

等、授業評価結果を授業改善に

活用する。 

半期ごとに授業終了時に開講

された全科目についての授業

評価アンケートを実施し集計、

分析している｡ 

授業評価アンケートにより学

生の理解度の測定および教員

も自らの授業の改善に資する

ために定期的に実施している｡ 

各課やクラス別の特徴を明確

にし、フィードバックを行って

いる。 

授業評価アンケート等に基づ

き教員の適正性を判定すべき

である。 

教員は時代の流れに沿った教

育内容・教育方法を常に認識

し、それを平常の授業に還元す

べきである｡ 

 

・栄養士法 

・授業評価アンケート 
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中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

カリキュラムの構成要素である各学科目を体系的かつ系統的に学修できるよ

う各授業科目の教育方針や授業のねらいと内容を講義（座学）・実習・特別講

義などの概要をあらかじめ「授業計画」として提示することが学生のモチベ

ーション維持にも重要と考えている。 

キャリア教育とは、学生一人ひとりが、カリキュラムの正課教育プログラム

の中で、自己の価値観・人生観・職業観を養成し、また、栄養士が活躍する

関連業界に対する基礎知識を習得するなど、キャリアデザインを考える学習

機会を得ることを目的としている。 

養成施設である以上、栄養士法に基づいた厳密な運用が必要である。 

教育目標、輩出すべき人材像を達成するためのフレームワークがカリキュラ

ムであるため、その下位概念である個々の教科科目は、それぞれの構成要素

として目的適合性を持って配置されるべきである｡ 

キャリア教育に対しては、教員の意識改革や教育に携わる教員の資質の向上、

効果的な科目の開講とその担い手の確保、教育効果の測定ツールの開発など

が課題といえる。 

令和元年度も「自己点検」「自己評価」の前提である授業評価アンケートを、

専任･非常勤全授業に対して実施した。アンケートを詳細に分析して学園全体

の授業改善策を検討するとともに、各教員に対しては個々の授業改善に活用

していくためにも速やかな結果の公表が必要である。 

 
最終更新日付 令和 2 年 5 月 31 日 記載責任者 坂口 純也 
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3-10 （1/1） 

3-10 成績評価・単位認定等 

 

小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

3-10-1 成績評価・修了

認定基準を明確化し、

適切に運用しているか 

・成績評価の基準について、学

則等に規定するなど明確にし、

学生等に明示する。 

・成績評価の基準を適切に運用

するため、会議等を開くなど客

観性・統一性の確保に取り組

む。 

・入学前の履修、他の教育機関

の履修の認定について、学則等

に規定し、適切に運用する。 

試験および成績については学

生生活ハンドブックに明記し、

学生に周知するとともに、成績

の評価方法についてはオリエ

ンテーション時に教務より説

明している。 

成績評価の方法や基準は副主

事以上会議にて適宜確認及び

見直しを行っている。 

（単位の振替についての学則

はなし） 

成績評価の基準について明確

にし、学則等に明示する必要が

ある。 

評価は、できるだけ多元的に行

うことが望ましい。①提出物

（レポート）、②筆記試験、③

実技試験、④平常点などのウエ

イトを明示すべきである。 

・学生生活ハンドブック 

・シラバス 

3-10-2 作品及び技術等

の発表における成果を

把握しているか 

・在校生のコンテストの参加に

おける受賞状況、研究業績等の

把握をする。 

令和元年度は放課後を利用し、

自主練習の場を設けた。食への

興味を持たせるとともに、調理

技術の向上をサポートしてい

る。 

外部コンテストに参加する学

生は少ないため、積極的に参加

するように勧める必要がある。 

各クラス担任が外部のコンテ

ストについての詳細を把握し、

学生に説明する。そして、全教

員でサポートを行い、受賞状

況・研究業績等を把握できる体

制を整える。 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

成績評価は授業の到達目標との関連で評価されるべきではあるが、評価とは

全人格的なものであるので筆記試験のみでなく、できるだけ多元的な評価を

すべきである。①提出物（レポート）、②筆記試験、③実技試験、④平常点な

どのウエイトを明示するよう検討していく。 

平成 30 年度より、放課後を利用し、料理クラブを実施。食への興味を持たせ

るとともに調理技術の向上をサポートし、コンテストへの参加を促している。 

 
最終更新日付 令和 2 年 5 月 31 日 記載責任者 高野 沙織 



 

24 

 

 

 

3-11 （1/1） 

3-11 資格・免許の取得の指導体制 

 

小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

3-11-1  目標とする資

格・免許は、教育課程

上で、明確に位置づけ

ているか 

・取得目標としている資格・免

許の内容・取得の意義について

明確にする。 

・資格・免許の取得に関連する

授業科目、特別講座の開設等に

ついて明確にする。 

卒業と同時に取得できる栄養

士資格の他、学生の目標に応じ

て、フードコーディネーター3

級、フードアナリスト 3.4 級、

ＮＲ・サプリメントアドバイザ

ー、介護職員初任者研修の資格

取得等を可能としている。 

また、栄養士実力認定試験の結

果（認定Ａ）により、食育栄養

インストラクターを取得でき

る。 

外部団体の協力による講座で

は、資格により受講希望者数に

差があり、開講できない場合が

ある。また、一部の講座におい

ては教職員の負担も多く、今後

の開講を検討する段階である。

栄養士実力認定試験は栄養士

としての資質の向上に繋がる

ため取り組みの強化が必要で

ある。 

栄養士実力認定試験認定Ａ取

得のための学校側の取り組み

として、「栄養士実力認定試験

対策講座 1・2」の授業内容を

各教科担当教職員と検討し、学

生の学習意欲を向上させる講

義を行えるよう調整していく。

また、栄養士としてプラスとな

り、学生の受講意欲を高めるよ

うな新たな資格についても検

討していく。 

・学校案内書 

・資格取得状況一覧 
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3-11-2 資格・免許取得

の指導体制はあるか 

・資格・免許の取得について、

指導体制を整備する。 

・不合格者及び卒後の指導体制

を整備する。 

栄養士資格取得後の管理栄養

士国家試験受験に向けての科

目をカリキュラムに取り入れ

将来の資格取得に備えている。

卒後は管理栄養士受験準備講

座を開講し、バックアップして

いる。 

管理栄養士国家試験受験準備

講座について開講時期や科目

の検討を行い、満足感向上のた

めの環境を整える必要がある。 

卒後支援としての管理栄養士

受験準備講座の開講を周知徹

底し、一人でも多くの卒業生が

受講できる環境を整えるべく

対策部会による活動の充実を

図る。 

・学校案内書 

・管理栄養士国家試験受験準備

講座資料 

・管理栄養士国家試験対策直前

勉強会のお知らせ 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

企業においても栄養士の資格のみならず、実務的な知識を持った人材を求め

ており、企業ニーズに合わせた付加価値を付けた人材を育成する事が目的で

ある｡ 

希望により①フードコーディネーター3 級、②フードアナリスト 3.4 級、③

NR・サプリメントアドバイザー、④介護職員初任者研修、⑤食育栄養インス

トラクターの資格等を取得でき、実務経験 3 年以上（卒業後 4 年）には、管

理栄養士の受験資格が得られるので管理栄養士国家試験受験準備講座を開講

している｡ 

 
最終更新日付 令和 2 年 5 月 31 日 記載責任者 高野 沙織 
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3-12 （1/1） 

3-12 教員・教員組織 

 

小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

3-12-1 資格・要件を備

えた教員を確保してい

るか 

・授業科目を担当するため、教

員に求める能力・資質等を明確

にする。 

・授業科目を担当するため、教

員に求める必要な資格等を明

示し、確認する。 

・教員の知識・技術・技能レベ

ルは、関連業界等のレベルに適

合させる。 

・教員採用等人材確保におい

て、関連業界等と連携する。 

・教員の採用計画・配置計画を

定める。 

・専任・兼任（非常勤）、年齢

構成、男女比等など教員構成を

明示する。 

・教員の募集、採用手続、昇格

措置等について規程等で明確

に定める。 

・教員一人当たりの授業時数、

学生数等を把握する。 

 

 

 

 

栄養士法に基づく教員配置を

行っている。 

法定科目については、栄養士法

に準拠、「その他の専門分野」

の科目については学校で厳密

な資格審査を行っている。 

各教員はそれぞれの分野に応

じて作業部会・各種委員会に所

属し、担当授業以外の研修を行

っている。 

 

教員は、人格識見共に優れ、専

門領域に精通しており、法的資

格を具備していることが望ま

しい。 

いずれの分野においても教員

は社会の到達点を見せること

により、学生に動機づけや興味

づけを行うべきである。 

 

各教職員の能力の向上を目指

し、各自の専門分野の追及が必

要である。 

専任教員で担当できない科目

については外部講師を活用す

る。 

教員の各階層で教員研修を行

う必要がある。 

また、「その他の専門分野」担

当の教員に関する客観性・公平

性のある評価基準が必要であ

る。 

 

・厚生労働省健康局「栄養士養 

成施設指導要領の改正につい

て」（平成 22年 3月 31日通

知） 

・事業報告書 

・授業評価アンケート集計資料 

・研修計画 

・研修実績 

・研修報告書 
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3-12-2 教員の資質向上

への取組みを行ってい

るか 

・教員の専門性、教授力を把

握・評価する。 

・教員の資質向上のための研修

計画を定め、適切に運用する。 

・関連業界等との連携による教

員の研修・研究に取り組む。 

・教員の研究活動・自己啓発へ

の支援など教員のキャリア開

発を支援する。 

授業力を判定するための質問

項目も含めた授業評価アンケ

ートを毎期において、全授業終

了後に実施している。 

研修については、授業力向上の

ための各種研修への参加や、自

己啓発などを推奨し、キャリア

開発に努めている。 

教員の教授力を発揮するため

に授業評価を継続して実施す

べきである。 

教員は時代の流れに沿った教

育内容・教育方法を常に認識

し、それを平常の授業に還元す

べきである｡ 

集計結果の公表、フィードバッ

クの実施により、授業の改善や

質向上を目指していかなければ

ならない。 

今後、組織的に教員としての教

授法についての研修が課題であ

る。このため、外部団体の研修

に教職員を参加させていく必要

がある 

 

・授業評価アンケート集計結果 

3-12-3 教員の組織体制

を整備しているか 

・分野毎に必要な教員組織体制 

を整備する。 

・教員組織における業務分担・ 

責任体制は、規程等で明確に定 

める。 

・学科毎に授業科目担当教員間 

で連携・協力体制を構築する。 

・授業内容・教育方法の改善に 

関する組織的な取り組みを行 

う。 

・専任・兼任（非常勤）教員間

の連携・協力体制を構築する。 

教務部の下、教務課・スチュー

デントサポート課・実習実験課

の 3課に分かれ、責任体制を明

確にしている。 

授業科目ごとに担当教員間で

連携し、授業内容や試験問題及

び採点基準を統一している。 

 

授業の標準化を目指すために、

さらに専任・兼任（非常勤）教

員間での情報交換する機会を

設けるべきである。 

今後も適時、講師会を開催し、

教育目標や授業内容の確認を

行う必要がある。 

・（社）全国栄養士養成施設協

会「栄養士養成課程コアカリキ

ュラム」（平成 30 年 4 月より

適用） 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

本校は、「栄養士という業界の到達点」、「職業専門家としての正当な注意義務

(due professional care)」、「時代の背景やパラダイムの転換」についての教員

としての指導力を開発する研修を継続的に行っていく必要がある。 

新給与制度適用後、人事評価制度の理解の浸透と個人目標設定評価の公平性

担保のため、評価者研修や個人目標設定の個人指導等を行っている。 

 
最終更新日付 令和 2 年 5 月 31 日 記載責任者 髙野 沙織 
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基準４ 学修成果 
 

大項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

１．就職率 

本校の就職希望者における就職率は例年 90％以上の水準を保っている。令和元年度就職率は 100％で、

目標である 96％以上を上回った。 

専門学校教育における最終到達点が就職であり、特に専門分野での就職は専門学校としての最大の使命

である。このため、就職支援には学校として力を注いでいる。学園法人事務局にスチューデントサポー

ト課を設置し、栄養専門学校専任の就職担当職員を配置、企業訪問等を通じた信頼関係の構築及びクラ

ス担任との連携を密に学生個々の就職活動の支援を行った。 

平成 30年度（100％）と同様に高い就職率を維持することができた。 

近年、出席状況や学力、精神面等に問題があり、卒業することに第一目標を置くため就職活動に支障が

でる学生が見受けられる。担任とスチューデントサポート課との連携の下、学生への生活指導及び教務

課と連携した基礎学力向上への取り組みを強化し、脱落者を出さない指導が求められる。 

学生が専門分野に対応した業界の専門職種に就職することが理想的である。前年度実績を維持すること

を目標に、就職達成率や就職指導目標を定め、学生満足度を高めていく必要がある。 

２. 資格・免許の取得率 

本校は栄養士養成施設であり、卒業（卒業に関わる単位修得）することにより栄養士の資格を取得でき

る。このため卒業生数が栄養士免許の取得数となり、100％の実績となる。栄養士実力認定試験は、栄養

士としての知識や実力をはかる試験であり、認定 A を取得した者には食育栄養インストラクターの資格

が与えられる。 

また、栄養士以外の資格取得としては、フードコーディネーター3級、フードアナリスト 3.4 級、ＮＲ・

サプリメントアドバイザー、介護職員初任者研修の資格取得を支援している。（尚、平成 27 年度よりカ

リキュラム外に変更となっている。） 

栄養士の資格取得率は 100％ではあるが、入学者数＝卒業生数とはならず、入学者数に対する資格取得

を向上させるためには退学者数を減少させる必要がある。退学者を減少させるためには、学生生活・学

力・経済面などあらゆる支援が必要となる。また、卒後の管理栄養士免許取得を見据えた基礎学力修得

の観点からも、栄養士実力認定試験での認定A取得に向けた各種取り組みを充実させていく必要がある。

今後も自己学習や対策講座、模擬試験の実施など、充実した学習支援が求められる。概ね良い評価を受

けている。 

 

１．就職率 

栄養専門学校就職状況 

 
 

 

２．資格・免許の取得率 

資格の種類と取得方法 

フードコーディネーターは新商品やメニューの開

発、テーブルセッティングなど食に関してトータ

ルにコーディネートを行う専門家を認定する資格

で、フードアナリストは食べる側の立場から食の

情報を分析・解説する専門家のための資格。受講

と認定試験により資格取得が可能となる。NR・サ

プリメントアドバイザーはサプリメントの正しい

情報や栄養学の知識により健康の維持・増進、生

活習慣病の予防などをアドバイスする専門の資格

で、所定の科目の単位振替と外部講習により受験

資格が与えられ、資格試験合格により取得できる

ものである。 
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大項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

3.卒業生の社会的評価 

法人事務局スチューデントサポート課栄養専門学校専任の就職担当職員による企業訪問によ

り、卒業生の社会における活躍状況を把握。また、校外実習担当教員による校外実習先訪問

において、各企業担当者より卒業生の動向・評判等を伺い、職員間で共通理解している。両

者ともに卒業生の評判は概ね良い評価を受けている。 

卒業生の動向については定期的な調査がなされていないため、その評価等をデータとして把

握できていないのが現状である。 

今後は、関連企業に対して就労状況調査を依頼するほか、卒業生に対して定期的な就業状況

調査の実施など、同窓会とも連携した調査方法の構築が必要である。 

3.卒業生の社会的評価 

卒業生の勤務状況が次年度以降の求人や採用に直接かかわる

ことが想像される業種・業界であるので、その信頼を継続さ

せることが重要である。 

 

 

 

 
最終更新日付 令和 2 年 5 月 31 日 記載責任者 高野 沙織 
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4-13 （1/1） 

4-13 就職率 

 

小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

4-13-1 就職率の向上が

図られているか 

・就職率に関する目標設定があ

る。 

・学生の就職活動を把握してい

る。 

・専門分野と関連する業界等へ

の就職状況を把握している。 

・関連する企業等と共催で「就

職セミナー」を行うなど、就職

に関し関連業界等と連携して

いる。 

・就職率等のデータについて適

切に管理している。 

法人事務局のスチューデント

サポート課がクラス担任と連

携し就職活動を全面的に支援

している。 

卒業生を招いた就職懇談会、企

業を招いた就職ガイダンスの

開催の他、接遇・ビジネスマナ

ー演習をカリキュラムの基礎

科目に組み込み、キャリア支援

に取り組んでいる。学生の就職

活動は、活動報告書を事前に提

出させ管理、求人先の企業に対

しては担当者が連絡・調整を行

い円滑な関係維持に努めてい

る。卒業生の就職先については

進路一覧に掲載しデータを管

理している。 

専修学校は就職実績により評

価されるため、学園とも連携

し、学校全体で取り組むべき課

題である。 

卒業生の進路状況は学校とし

て把握しておくべきである。 

卒業した年の状況についての

管理はされているが、それ以降

の情報についても学校として

把握しておくべきであり、卒業

後の経年度・職種別・会社別等

にファイリングし在校生への

データとしていく環境づくり

が必要となる。 

就職率の向上には、学生に職業

観を持たせ、就職に対してのモ

チベーションを維持させてい

くことが重要である。 

就職担当者、教職員、卒業生等

からの適切なアドバイスによ

り将来のイメージや栄養士と

して働くことへの意欲を高め

させる。 

また、経年度の資料は整理し、

一括して閲覧可能とする必要

があり、このための資料室の確

保が問題である。 

 

・進路一覧 

・就職者数・就職率のデータ 

・就職に関する組織図 

・就職ガイダンス日程表 
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中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

専修学校は、卒業時の実績により内容が評価されるため、学園とも連携し、

学校全体で取り組む必要がある。 

本校の令和元年度卒業生で就職を希望した 155 名中就職決定者は 155 名

（100％）で、栄養士関連業界への就職者は 149名（96.1％）となっている。 

希望に沿った就職は、学生の満足度にもつながるものであり、取得資格を活

かした分野への就職率が高いことは本校の使命を果たしているものと思われ

る。 

 

入学後の個人面談により、就職希望分野の調査を行い、1 年後期には卒業生

懇談会や就職支援講座の実施、2 年進級とともに進路希望調査や求職サイト

の登録、担任や就職担当職員との面談を通じて個人の適性を確認の上、学生

一人ひとりと向き合いながら、マンツーマンによる就職指導を徹底している。 

また平成 28年度より、接遇・ビジネスマナー演習担当講師による少人数制の

面接練習を土曜日に実施し、学生の就職活動についての不安を解消できるよ

う支援を行っている。 

 
最終更新日付 令和 2 年 5 月 31 日 記載責任者 高野 沙織 
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4-14 （1/1） 

4-14 資格・免許の取得率 

 

小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

4-14-1 資格・免許取得

率の向上が図られてい

るか 

・資格・免許取得率に関する目
標設定がある。 
・特別講座、セミナーの開講等、

授業を補完する学習支援の取

り組みはある。 

・合格実績、合格率、全国水準

との比較など行う。 

・指導方法と合格実績との関連

性を確認し、指導方法の改善を

行う。 

栄養士施設のため、卒業と同時

に栄養士の資格を 100％取得

している。フードアナリスト４

級(受験者8名)の令和元年度の

受講生について、資格試験の合

格率は 100％であった。 

栄養士実力認定試験の認定 A

取得者を全国平均の水準とす

るため作業部会を中心に取り

組み、対策講座を実施、試験に

向けて通常授業を補完してい

る。 

栄養士以外の資格については、

栄養と関連するものについて

希望者が取得できる環境を整

えておく必要がある。 

栄養士実力認定試験は栄養士

としての資質の向上にもつな

がるため、全員の認定Ａ取得を

目指すが、学生の学力は不均衡

であるため、ひとりひとりに合

わせたきめ細かい指導が必要

となる。 

学力不足の学生に対する補講

や自己学習が可能な環境作り

をより充実させていく。 

 

・学生生活ハンドブック 

・令和元年度 栄養士実力認定

試験対策作業部会報告書 

・事業報告書 

・資格取得状況一覧 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

栄養士免許に加え、栄養士と関連する資格については希望者が取得できる環

境を整えている。 

栄養士実力認定試験は栄養士としての知識・実力を判定するための試験であ

る。認定 A を取得することが将来的に学校評価の要因となるとともに、食育

栄養インストラクター資格取得にもつながるため、全員の認定 A 取得への取

り組みが重要である。対策講座、補講、模擬試験等を行った結果、認定 A は

88 名であった。 

フードアナリスト 3.4 級、NR・サプリメントアドバイザー受講希望者に対し

講座を開講し、費用は実費負担とした。食育栄養インストラクターは栄養士

実力認定試験認定 A を取得することにより取得可能であるため、対象の学生

は申請を行った。 

 
最終更新日付 令和 2 年 5 月 31 日 記載責任者 高野 沙織 

 



 

33 

 

4-15 （1/1） 

4-15 卒業生の社会的評価 

 

小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

4-15-1 卒業生の社会的

評価を把握しているか 

・卒業生の就職先の企業、施

設・機関等を訪問するなどして

卒後の実態を調査等で把握を

行う。 

・卒業生のコンテスト参加に

おける受賞状況、研究業績等を

把握する。 

栄養専門学校専任の就職担当

職員が就職実績のある企業を

訪問し、卒業生の状況について

情報を収集している。また、校

外実習の施設訪問にて担当教

員が収集した卒業生の現状は、

教職員に周知され、共通理解を

図っている。 

専門分野で活躍している卒業

生を把握し、イベント等の講師

や特別講義の講師に依頼して

いる。 

 

卒業生の社会的評価を学校と

して把握するため、収集した情

報はデータ等で管理すること

が望ましい。 

また、特定の分野で著名となっ

た人物は、在校生の努力目標と

も成り得るため、紹介し、交流

の機会を設けていく必要があ

る。 

また、卒業生や在校生のコンテ

スト等参加や受賞について把

握できるようなシステムを構

築していく必要がある。 

在校生については、担任及びス

チューデントサポート課担当

職員による把握が可能である

が、卒業生の現状確認について

は、そのシステムが構築されて

いないため把握が難しいのが

現状である。 

今後は学校と同窓会とのより

親密な連携と情報共有体制が

必要である。 
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中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

卒業生の就職先については、毎年、進路一覧を作成し、直近の卒業生につい

て公表しているが、その後の動向の把握については就職担当者及び校外実習

担当教員の訪問先に限っているのが現状である。学校ホームページでは広く

卒業生からの現況確認の情報を求めているが得られた情報はわずかである。

現状を把握し、各業界で活躍する卒業生については、取材をし「MUSASHINO

卒業生ネットワーク」としてホームページ上で紹介、在校生・卒業生をはじ

め入学希望者やホームページを閲覧された方全員に情報を公開している。 

今後は卒業生の現状について確認するシステムの構築が急務であるが、学園

祭開催時に来校した卒業生には近況アンケートを行い、現状把握の更新はお

こなっている。 

卒業生の現状把握の仕組みとして、企業訪問及び求人票を受理する際に、各

企業に在籍する卒業生の名簿をご提出いただくことで、転職者を含めた卒業

生の現状を把握していくことが可能となるので今後こういった方法も検討し

ていきたい。 

 
最終更新日付 令和 2 年 5 月 31 日 記載責任者 高野 沙織 
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基準５ 学生支援 
大項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

1.就職等進路 

就職活動の支援としては、法人事務局にスチューデントサポート課を設置、栄養専門学校専任担

当者として職員を配置し、担任と連携を取りながら学生の就職活動を支援している。就職担当者

は求人及び就職先への計画的な訪問活動を行うと共に求人確保や新規開拓に努めている。担任

は、一人ひとりの学生の希望や個性を理解し尊重したうえで相談に当たり、履歴書・エントリー

シートの添削指導や面接練習等を随時行っている。学生の状況把握や受験対策のための個別相談

は担当者が一人ひとりに対してきめ細かく行っており、学生の希望や特性に合わせて就職先を斡

旋している。 

個別相談や就職指導を行った場合には記録を取り、今後の指導方針の確認や次年度への資料とす

べきである。 

現状は法人事務局スチューデントサポート課より専任の担当者が配置されているものの、多種多

様な学生がいる現状ではよりきめの細かい指導が必要となることに鑑み組織の充実を図ること

が重要である。 

２.中途退学への対応 

入学した学生を卒業させることは学校としての使命であり、本校では担任との相談・援助、その

他の教職員による働きかけ、スクールカウンセラーへの相談等を通して退学の予防を図ってい

る。 

令和元年度も引き続き退学率の目標を 5％未満に設定した。担任は出席状況や生活状況の思わし

くない学生の状況を常に把握し、退学の兆候を見逃さず、他の教職員やクラスメイト、保護者と

も連携を取り、協力を仰ぎながら退学の予防を図っている。精神面で問題のある学生に関しては、

スクールカウンセラーの協力のもと、退学に繋がらないよう心のケアを行っている。 

入学者の中には、学力不足や生活状況に不安がある学生、意思がはっきりしないまま入学した学

生、またメンタル面で不安を抱えた学生が存在する。 

学習面はもちろん、生活態度、出席、メンタル面などで相談・支援の体制を整えることが、退学

者を予防・減少させることへと繋がる。 

学生の生活態度の変化にいち早く気づき、相談に乗り、栄養士という職業に興味や理解を持たせ

るような指導が必要である。２年次の退学理由は学力不足を含め、家庭環境の複雑な事情や経済

的理由も多く、難しい問題である。 

１． 就職等進路 

就職に関する年間活動 

1 年次 11 月  卒業生懇談会 

12 月  就職支援講座・マイナビ就職講座 

2 月  就職総合テスト 

 

2 年次  4 月～ 接遇・ビジネスマナー演習 

        担当講師による個別面談開始 

就職支援ガイダンス 

 

     5 月    学内企業説明会 

          企業訪問・会社説明会 

 

その他、就職相談・面接指導・履歴書添削等随時行ってい

る。 

 

２． 中途退学者への対応  

令和元年度 

 

 
 

 
最終更新日付 令和 2 年 5 月 31 日 記載責任者 高野 沙織 
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大項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

３.学生相談 

学生相談の体制は、クラス担任による個別相談の他、メンタルヘルスケアと

してカウンセリングルームを設け、スクールカウンセラーが週 2 回来校し、

相談体制を整えている。メンタルヘルスケア推進担当者を置き、メンタルヘ

ルスに関する研修も定期的に行っている。また、スチューデントサポート課

により「学生に関する留意」として、ケアが必要な学生に関する情報を記録

し全教職員が共通理解できるよう努めている。 

不安を抱えながら通学している学生が多い現代において、随時相談できる体

制を整えるため、常勤のスクールカウンセラーが必要である。 

精神面で問題を抱える学生に関しては、保護者との連携が重要となる。学生

の状況を保護者へ連絡し、家庭と連携をとりながら相談・援助を行っていく

必要がある。 

担任は日々の学生との関わり合いについて指導記録を作成し、教職員間の共

通理解や今後の資料とすべきである。 

４.学生生活 

経済的支援 

本校では学費は一括納入・前期後期の 2 回の他、学生の経済状況に応じて

個別に分納に応じるなどきめ細かい対応をしている。奨学金は公の制度を

利用し、学年ごとの担当職員と総務の奨学金担当者とで相談に応じている。 

健康管理 

 毎年 4 月に定期健康診断を実施している。健康診断の結果で二次診断が必

要な場合には、提携医療機関である春日クリニックにて受診。その他、感

染症抗体検査を行い、陽性の場合には予防接種を受けさせている。 

 学校には保健室を設けている。 

生活環境支援（学生寮） 

 遠隔地からの入学者のため学生寮を設けている。 

 寮監が常勤しており、保護者の方も安心できるような環境である。 

 
 

３.学生相談 

令和元年度、学生全員を対象にメンタルヘルスチェックを行い、学生のメン

タル面の状況把握に努めた。 

スクールカウンセラーによるカウンセリングを昨年同様週 2 回とし、学生相

談の充実を図った。 

学生相談は通常本人から担任へ申し出て、担任から推進責任者へ、推進責任

者から法人事務局スチューデントサポート部担当者を通じて予約が取れる

が、受けたくても言い出せない学生もいるため、カウンセリングを受けるこ

とを重大視し、各教室や廊下等に相談用メールを記載したお知らせを掲示な

どして、気軽に相談ができるよう体制を整えている。 

 

 

 

４.学生生活 

学生の経済的支援として各種奨学金について説明会を開き、情報提供を行っ

ている。体験入学等イベント参加者には入学考査料の免除を行い、出願時の

経済的負担を抑えている。アルバイトをしながら就学できる自立進学支援制

度の受入企業と提携し、遠隔地出身者の希望する学生に紹介している。 

健康診断の結果は学生に配布するほか、学内でも管理し所見があった学生に

は再健診の指導を行っている。 

看護師は常駐していないため、病気やケガなどへの対応は応急処置程度にな

っているのが現状である。 

学生寮は板橋にあり、学校までの通学時間は約 40分、同法人 3専門学校の学

生が入寮しており、コミュニケーションの場ともなっている。男子は個室、

女子は個室若しくはワンルームでプライバシーが守られるよう配慮されてい 

る。 
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大項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

ここ数年の景気の悪化により、学費未納者は年々増加している。奨学金貸与者

に対する説明や貸与事務手続きに関しては、担当者を設けてはいるが、個々の

学生に対応するためには学校側の担当者の負担も大きくなっているため、円滑

な説明や手続きが行えるような方策を検討する必要がある。 

  

奨学金 被貸与学生数  

 
 

 

保健室を設けてはいるが、看護師は常駐していないため、応急処置のみとし、

必要な場合には校医もしくは近隣のクリニック等に受診させることで対応して

いる。3専門学校が隣接し、学生総数は約 1,300名のため、看護師の常駐も検討

課題である。 

 

 

５.保護者との連携 

保護者会は開催していないが、クラス担任を中心に、スチューデントサポート

課・教務課が保護者と連絡を取り、家庭との連携・協力体制を整えている。 

出席状況や成績、また精神的な問題などに対しても、家庭での実情把握のため

必要に応じて担任、スチューデントサポート課、教務課から保護者に連絡、家

庭と連携し協力して学生に対応するとともに現状認識を促している。 

出席状況や学業不振に対しては早めの対応が必要であり、保護者との情報交換

を密にし、家庭との協力体制を更に強めていく。 

昨今は家庭環境が複雑で、保護者の理解や協力が得られない場合もあり、慎重

に対応していく必要がある。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．保護者との連携 

学生の中には、兄弟姉妹、両親、親類が同法人下の専門学校の卒業生であ

るというパターンも多く存在し、学園及び学校に対しての理解が得られや

すい環境もある。 

保護者会は開催していないが、希望された場合、いつでも来校・ご相談い

ただく環境は整えている。 

学生を指導していく上で保護者との適切な連携は必要と考える。 
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大項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

１． 卒業生・社会人 

同窓会を組織し、卒業生の支援を行っている。毎年開催される「管理栄養士

国家試験受験準備講座」は同窓会が協賛している。 

本学園 3 校合同総合学園祭においては、全卒業生に対して案内のハガキを送

り、来校者には模擬店無料券を配布、卒業生無料喫茶コーナーを設け、交流

の場を提供している。 

再就職に関する相談も受付け、既卒者対象の求人情報も紹介、来校者には就

職担当職員が丁寧に対応している。 

社会人に関しては、単位の振替等の措置は取っていない。入学年齢によって

は就職活動に支障をきたす場合もあるため、就職担当者が個々の希望や問題

点などを把握しきめ細かい指導を行っている。 

令和元年度、東京都長期高度人材育成訓練の受託校として訓練生を 10名受け

入れた。 

ホームページに卒業生ネットワークと題して卒業生の現状確認のコーナーを

作成、入力用フォームにて氏名や住所、就職先の変更について通知できるよ

うにしているが、認知度が低いため得られる情報数が少ないのが現状である。

卒業生への情報提供や情報収集をどのような方法で実施していくことが検討

課題であり、そのためにも同窓会の組織改革が必要である。会員（卒業生）

が 14,000名を超える大きな組織であるため、同窓会の充実を図り、活動への

理解を深めるような組織としていかなければならない。 

また、卒業生を対象としたキャリアアップ講座の開催や卒業生同士が情報交

換できる場を作っていく必要がある。 

６．卒業生・社会人 

卒後支援として、管理栄養士国家試験受験準備講座を卒業生向けに開講して

いる。今後も卒業生への連絡方法や講座の方法・内容の検討を重ね、講座受

講者を増やしていきたい。卒後支援対策部会では、平成 24年度より管理栄養

士を目指す卒業生の支援を目的に、過去問題の解答解説を行うブログ「管理

栄養士国家試験受験ラボ」は科目数を限定し、令和元年度も継続して実施し

た。 

社会人経験者は資格取得に対し意識が高く、入学の目的はすなわち就職であ

る。希望に合った就職ができるよう指導・援助をすることは、学校としての

努めであると考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最終更新日付 令和 2 年 5 月 31 日 記載責任者 髙野 沙織 
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5-16 （1/1） 

5-16 就職等進路 

 

小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

5-16-1 就職等進路に関

する支援組織体制を整

備しているか 

・就職など進路支援のための組

織体制を整備する。 

・担任教員と就職部門の連携な

ど学内における連携体制を整

備する。 

・学生の就職活動の状況を学内

で共有する。 

・関連する業界等と就職に関す

る連携体制を構築する。 

・就職説明会等を開催する。 

・履歴書の書き方、面接の受け

方など、具体的な就職指導に関

するセミナー・講座を開講す

る。 

・就職に関する個別の相談に適

切に応じる。 

専任の就職担当者とクラス担

任が、学生一人ひとりと向き合

いながらきめ細かい就職指導

を実施している。 

１年次より卒業生懇談会や就

職ガイダンスなどを実施し早

期から就職活動に向けての意

識を高めている。 

クラス担任を中心に、挨拶や身

だしなみ、社会人としてのマナ

ーと教養を高めるよう指導し

ている。 

また年々早まる就職活動開始

時期に対応するため、1 年後期

に接遇・ビジネスマナー演習を

実施し、履歴書の書き方や自己

PR 作成・面接の受け方等を受

講し、実際の活動時には担任及

び担当者が一人ひとりをきめ

細かくサポートしている。 

担任や就職担当者のみならず、

学生に関わる全教職員が学生

自身の将来の活躍分野や就職

観について意識付けをしてい

く必要がある。自己分析から就

職先の選択、活動方法など指導

内容は多岐に渡るため、担任以

外でも対応する職員を配置し、

学生へのサポート強化に努め

るべきである。 

1 年次の早い時期から就職に

対する意識を持たせることが

必要であり、就職意識の低い学

生の意欲を向上させることも

重要である。企業採用担当者に

よる学内企業説明会の実施や、

卒業生による懇談会をより充

実させていく。 

・令和元年卒業生懇談会、就職

ガイダンス、学内企業説明会の

予定表 

・接遇・ビジネスマナー演習の

授業計画（シラバス）、授業プ

リント 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

就職等進路支援の組織としては、法人事務局スチューデントサポート課より

本校専任の就職担当者が配置されている。この就職担当者と担任とが連携し、

学生一人ひとりの希望や個性などを把握したうえで、適切な就職活動への支

援・指導を行っている。就職への取り組みも 1 年次より開始し、キャリア支

援科目をカリキュラムにも組み込んでいる。 

年々、就職活動開始時期が早まっており、1 年次後半には就職活動が始まる

場合もあるが、まだ就職へのイメージがつかめていない学生も多いため、1

年次後期に卒業生を招き、実際の仕事や就職活動のノウハウなどを聞ける卒

業生懇談会を開催している。 

 

 
最終更新日付 令和 2 年 5 月 31 日 記載責任者 長 佑美子 
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5-17 （1/1） 

5-17 中途退学への対応 

 

小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

5-17-1 退学率の低減が

図られているか 

・中途退学の要因、傾向、各学

年における退学者数等を把握

する。 

・指導経過記録を適切に保存す

る。 

・中途退学の低減に向けた学内

における連携体制がある。 

・退学に結びつきやすい、心理

学、学習面での特別指導体制が

ある。 

精神面・学習面で問題のある学

生に関しては担任及び職員が

相談・指導を行い、学生に関す

る留意を作成し共通理解を図

っている。退学者数及びその理

由について分析し、毎年度、退

学率の目標を算出している。 

担任だけでなく、他の教職員と

も日常生活や学習面での悩み

を相談できるように信頼関係

を築いている。 

出席状況や生活状況の思わし

くない学生の状況を常に把握

し、退学の兆候を見逃さないこ

とが大切である。教職員の年齢

層にも幅があり経験値も違う

ため、学生に対する支援の均一

化が図れていないことが課題

である。 

他の教職員や保護者とも連携 

を取り学生の不安や悩みが退

学へと結びつく前の早い段階

から相談できる体制を整える

ことが必要である。担任との相

談・援助、その他の教職員によ

る働きかけ、スクールカウンセ

ラーへの相談等を通して退学

の予防を図っている。精神的理

由はカウンセリング、経済的理

由は財務部と各部門との連携

を図ることで退学率を減少さ

せていく。 

・令和元年度 事業計画書 

・カウンセリング日程表 

・メンタルヘルスチェックシー

ト 

・メンタルヘルス 研修会資料 

・退学状況のデータ 

・カウンセリング実施状況 
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中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

退学の兆候の一つとして欠席率の増加が挙げられる。担任は出欠席や遅刻の

状況について確認し、欠席や遅刻が増えた場合には学生本人、保護者に連絡

を行っている。また、授業を理解できないことの繰り返しが学習意欲の低下

を招き、結果として欠席を重ねることに繋がっていく。各教員はそういった

学生を個々に支援しているが、教職員にかかる業務の負担が多く対応しきれ

ない実情も存在する。退学の兆候を早期に発見し、対応する組織的な取り組

みが必要となる。令和元年度の退学率（3.9％）は目標（5％）を下回ってい

る。 

令和元年度の退学者の退学理由は「進路変更」が多く挙げられ、明確な目的

を持たずに入学し、勉強することの意義を理解できず学習意欲を喪失し退学

する学生が増えている。献立作成など課題提出に対応できず、学習意欲の低

下により退学を希望する例も見受けられることから、課題等に対応できる学

習能力を 1 年次に養っておくことはもちろん、精神的不安を感じている学生

に対し、学校全体でサポートしていく教育相談体制を構築する必要がある。 

 

 
最終更新日付 令和 2 年 5 月 31 日 記載責任者 長 佑美子 
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5-18 （1/1） 

5-18 学生相談 

 

小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

5-18-1 学生相談に関す

る体制を整備している

か 

・専任カウンセラーの配置等相

談に関する組織体制を整備す

る。 

・相談室の設置など相談に関す

る環境整備を行う。 

・学生に対して、相談室の利用

に関する案内を行う。 

・学生に対して、相談室の利用

に関する案内を行う。 

・相談記録を適切に保存する。 

・医療機関等との連携がある。 

同法人 3 専門学校共用でカウ

ンセリングルームを設け、スク

ールカウンセラーを配置して

いる。 

令和元年度も週 2 回のカウン

セリングを実施、日程につい 

ては教室に掲示するとともに、

担任を経由またはメールにて

予約が取れるよう配慮してい

る。 

卒業生からの相談は主に担任

が対応している。 

精神面で問題を抱える学生は

年々増えている。スクールカウ

ンセラー（臨床心理士）は非常

勤で 1 名であるが、学園の学

生総数からみても、カウンセラ

ーの常駐も視野に入れて検討

すべきである。今後はカウンセ

リングルームの組織的な位置

づけ、職務分掌を整理すること

が必要である。基礎学力不足や

生活態度、精神的に問題を抱え

る学生に対しては、担任と保護

者が連携して対応するほか、メ

ンタルヘルス推進委員、校長を

はじめとした各管理職及びス

クールカウンセラーによる支

援を加え、チームで対応する教

育相談体制を構築していく。 

・令和元年度 事業計画書 

・カウンセリング日程表 

・メンタルヘルスチェックシー

ト 

・メンタルヘルス 研修会資料 

（・学生指導記録） 

・カウンセリング報告書 
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5-18-2 留学生に対する

相談体制を整備してい

るか 

・留学生の相談等に対応する担

当の教職員を配置する。 

・留学生に対して在籍管理等生

活指導を適切に行う。 

・留学生に対し、就職・進学等

卒業後の進路に関する指導・支

援を適切に行う。 

・留学生に関する指導記録を適

切に保存する。 

留学生は国費留学生が中心で、

国費留学生の受入れ人数 2 名

となっており、令和元年度は 1

名受入れている。 

留学生に関しては、担任がきめ

細かい指導・相談を行っている

ほか、学園総務部に留学生の担

当者を設け対応に当たってい

る。 

本校の留学生は卒業後大学等

に進学することが多く、進学に

関しても担任及び総務部留学

生担当が支援を行っている。 

国費留学生は、本校入学前に 1

年間日本語学校に通うシステ

ムになっているが、日本語の習

得状況には個人差があり、学習

に支障をきたす場合もある。電

子辞書はもちろんだが、IC レ

コーダーや電子黒板も検討し

ていく必要がある。少子高齢

化・国際化に伴い今後留学数が

増加した場合、教学支援・生活

支援・交流支援等への組織的な

対応が必要となる。 

・留学生に関する資料 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

多様な学生を入学させているという現状に鑑み、精神的な病気・経済的困窮

などに加えて、目的意識の明確でない学生に対して早期に対応することによ

り退学者を未然に防止する必要がある。本校では、スクールカウンセラーに

よるカウンセリングの体制を整えるとともに、精神的に不安定な学生に対し

てどのように接していくか、メンタルヘルス推進責任者をはじめ職員が臨床

心理士による研修会を定期的に受講し、学生への対応方法を学んでいる。 

留学生には経験豊富な担任を付け、日本での生活や学修についての不安を感

じることのないように丁寧に対応しており、関係も良好である。目的意識が

高く、卒業後ほとんどの留学生が次のステップ（大学編入など）へと進学し

ている。 

学生が一番先に相談する相手は担任である。本校ではスクールカウンセラー

の配置だけでなく、メンタルヘルス推進責任者を中心とし担任も含めて定期

的に研修を行っている。令和元年度に行われた研修は、7/8「カウンセリング

マインドを生かした生徒理解と対応」と 3/18「最近の学生の傾向とその対応

のポイント」であった。こうした研修を通して学生対応のスキルを身に付け

ることが、職員の学生対応への自信にも繋がっていくため、今後の年間計画

に従い研修等を行いスキルアップに努めていく。 

 
最終更新日付 令和 2 年 5 月 31 日 記載責任者 長 佑美子 
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5-19 （1/1） 

5-19 学生生活 

 

小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

5-19-1 学生の経済的側

面に対する支援体制を

整備しているか 

・学校独自の奨学金制度を整備

する。 

・学費の減免、分割納付制度を

整備する。 

・大規模災害発生時及び家計急

変時等に対応する支援制度を

整備する。 

・全ての経済的支援制度の利用

について学生・保護者に十分情

報提供する。 

・公的支援制度も含めた経済的

支援制度に関する相談に適切

に対応する。 

・全ての経済的支援制度の利用

について実績を把握する。 

 

公的奨学金である日本学生支

援機構奨学金制度・東京都育英

会奨学金制度の他、本学提携の

教育ローンを設けている。学費

は分納制度を設けている他、財

務部との面談により個々の状

況に合わせた支払回数・支払方

法を可能としている。奨学金や

提携ローンについてはパンフ

レットに記載し入学前からの

情報提供を心掛けている。 

法人事務局総務部に奨学金事

務担当者を設けているが、細か

な手続きを期日までに行わな

ければ支援を受けられなくな

る。そのため、学校側の窓口が

必要であり、担任の中から担当

者を当てているが、業務の効率

化を図ることが必要である。学

生が学費の調達に苦労するこ

となく勉学に打ち込めるよう

な環境の整備に努めなければ

ならない。奨学金貸与のシステ

ムとして担任の共通理解の下、

法人事務局総務部奨学金事務

担当者とも連携し、スムーズに

手続きを進めていく。 

・奨学生のしおり 

・奨学金手続きの流れ 

・学校案内書 
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5-19-2 学生の健康管理

を行う体制を整備して

いるか 

・学校保健計画を定める 

・学校医を選任する。 

・保健室を整備し専門職員を配

置する。 

・定期健康診断を実施して記録

を保存する。 

・有所見者の再検診について適

切に対応する。 

・健康に関する啓発及び教育を

行う。 

・心身の健康相談に対応する専

門職員を配置する。 

・近隣の医療機関との連携をす

る。 

毎年 4 月の新年度開始時オリ

エンテーション期間中に健康

診断を実施している。また校外

実習（企業等での現場実習）履

修に向けた感染症抗体検査を

実施し、陰性の場合には予防接

種を受けさせることにより感

染症の広がりを未然に防いで

いる。健康診断の結果は本人に

配布し、所見があった学生には

再診の指導を行っている。更に

校内及び校外実習に必須な細

菌検査を月に 1 度実施してい

る。 

心身の健康相談には非常勤で

あるがスクールカウンセラー

が対応している。 

 

保健室は設けているが、看護師

は常駐していない。病気やケガ

などへの対応は応急処置程度

に行っているのが現状である。

学生の健康管理は学校にとっ

ても重要であるため、保健室の

整備と看護師の常駐が課題で

ある。またスクールカウンセラ

ーは同法人 3 専門学校共通で

非常勤が 1 名であり、カウン

セラーの常駐も検討課題であ

る。 

衛生系の学校であり、通常の授

業の中で健康についての知識

を身に付けさせているが、意識

の低い学生もいるため日常生

活の中でも健康管理について

の意識付けを行っていく。 

・健康診断に関する書類 

・抗体検査に関する書類 

・学生相談の案内 

・スクールカウンセラー日程 

5-19-3 学生寮の設置な

ど生活環境支援体制を

整備しているか 

・遠隔地から就学する学生のた

めに寮を整備する。 

・学生寮の管理体制、委託業務、

生活指導体制等は明確する。 

・学生寮の数、利用人員、充足

状況は、明確する。 

学校法人直営の学生寮「後藤学

園板橋寮」を所有し常勤の寮監

を配置、また寮担当職員がきめ

細かい生活指導を実施してい

る。寮監と各学校担当者、法人

事務局の月一回の定例会の他、

寮生の状況について、週報があ

り、特に問題があった場合は、

寮会を開き問題解決に取り組

んでいる。 

寮生、寮監、学校の寮担当職員

との定期的な情報交換を密に

することが必要である。 

学生・保護者の住居に対する意

識も変化する中で多様な学生

を受け入れているという現状

に鑑み、数多くの寮生の保護者

に代わるソフト面のきめ細か

い対応をしていくことが今後

の課題である。 

・学校案内書 

・寮則 
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5-19-4 課外活動に対す

る支援体制を整備して

いるか 

・クラブ活動等の団体の活動状

況を把握する。 

・大会への引率、補助金の交付

等具体的な支援を行う。 

・大会成績など実績を把握す

る。 

栄養や調理について深く探求

を希望する学生のために研究

室を設置している。（調理学研

究室・臨床栄養学研究室・食品

理化学研究室・食品加工学研究

室） 

また、料理への興味・関心を深

め、調理技術の向上を図ること

を目的に、料理クラブを立ち上

げた。 

研究室活動については、カリキ

ュラム上時間割に余裕がなく

活動日が限られている点が課

題である。研究室にはそれぞれ

担当職員を置き、助言・指導を

行っているが、学生が自主的な

活動を行えるよう支援してい

く必要がある。 

課外活動に関する施設・設備の

解放を含めた積極的な支援を

行っていく必要がある。 

・学校案内書 

・学校生活ハンドブック 

・令和元年度研究室活動記録 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

本校では 2 年間の学生生活が有意義なものとなるよう各種支援を行ってい

る。経済的問題への対策は難しい課題であるが、学業を継続できるよう可能

な限りの支援を行う必要がある。本校では、独自の奨学金制度は存在しない

が、公的な奨学金制度の利用に関しては、説明・相談及び実施の際の支援を

行っている。また、本校提携の教育ローンなどはパンフレット等に掲示し紹

介している。 

学生の健康管理に関しては、年に一度の健康診断の他、感染症抗体検査を実

施し、陰性者の予防接種を行っている。保健室を設置しているが、看護師は

配置していない。今後は学校保健計画を定めるとともに、保健室の整備と看

護師の常駐が検討課題である。 

学園は学生寮を所有しており、保護者の方々が安心して子どもを預けられる

よう、寮監を常駐させ、日常生活面からもサポートしている。 

 

課外活動として研究室を設置、学生の興味や希望により研究課題を決定し、1

年間かけて研究活動を行う。研究成果は毎年 2 月に行われる総合学園祭にて

発表の場を設けている。 

体験入学等イベント参加者には入学考査料の免除を行い、出願時の経済的負

担を抑えている他、同窓生が第二親等以内である場合には入学金の減額を行

い、入学時の費用軽減を支援している。 

 

感染症の予防接種は自己の感染症予防の観点と、感染を広げないという２つ

の意味を持っている。令和元年度の予防接種実施数は、麻疹風疹混合 22 名、

水痘 18 名、流行性耳下腺炎 76 名であった。 

後藤学園板橋寮では入寮式、入寮後の歓迎会などを職員参加で行い、コミュ

ニケーションを図るとともに信頼関係を築いている。 

 

令和元年度は臨床栄養学研究室が 3 名、以下のテーマで活動した。 

「醤油について」 

「酵母について」 

「大豆粉について」 

 

 
最終更新日付 令和 2 年 5 月 31 日 記載責任者 長 佑美子 
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5-20 （1/1） 

5-20 保護者との連携 

 

小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

5-20-14 保護者との連

携体制を構築している

か 

・保護者会の開催等、学校の教

育活動に関する情報提供を適

切に行う。 

・個人面談等の機会を保護者に

提供し、面談記録を適切に保管

する。 

・学力不足、心理面等の問題解

決にあたって、保護者と適切に

連携する。 

・緊急時の連絡体制を確保す

る。 

 

保護者会は開催していないが、

必要に応じてクラス担任が保

護者に連絡し、連携・協力して

学生に対応している。出席状

況、成績等学生の現状の報告

と、家庭での実情把握を行い、

また、学校での状況を伝達し、

現状認識を促すとともに情報

を共有することで家庭と連

携・協力し退学の防止や学習意

欲の向上を図っている。 

学校の情報をホームページ上

で「教育情報の公開」として公

開し本校への理解と信頼関係

の強化へと繋げている。 

入学時に行う在校生調査書の

記入内容において、本人だけで

なく保護者の緊急連絡先（携帯

番号）の記入欄もあり、これを

基に担任は緊急連絡先一覧を

作成している。 

保護者との情報共有を強化す

るためには、保護者会を開催す

ることはキーポイントとなる。

更なる学校への理解のために

も保護者会の開催を検討すべ

きである。成績不振や出席状況

の悪い学生には、早めの対応と

して保護者との関係を強化し

協力を求める体制をさらに築

いていく必要がある。 

近年、共働き家庭の増加によ

り、日中の連絡が難しく、保護

者への連絡が夜間に及ぶなど

担任負担も増している。メール

等での連絡についても視野に

入れながら今後の方策につい

て検討していくべきである。 

・学生に関する通知（出席状況、

成績状況） 
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中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

本校は、保護者会を開催していないため、学生の現状報告や家庭での状況把

握に努めるよう担任が保護者との連絡を密に行っている。今後は保護者会の

開催を検討課題とし、より一層学校教育への理解を深めていただき協力を仰

いでいく。 

保護者の不安解消のため、希望により保護者の来校及び担任・教務部長・副

部長・スチューデントサポート課による保護者面談も行っている。 

保護者との連携は必要であるが、対応する職員の年齢や経験値によって対応

力が違うため、保護者の感じ方も変わる。話の伝え方、聞き方、コミュニケ

ーション能力を兼ね備えた職員の育成にも取り組んでいく必要がある。 

 
最終更新日付 令和 2 年 5 月 31 日 記載責任者 長 佑美子 
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5-21 （1/1） 

5-21 卒業生・社会人 

 

小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

5-21-1 卒業生への支援

体制を整備しているか 

・同窓会を組織し、活動状況を

把握する。 

・再就職、キャリアップ等につ

いて卒後の相談に適切に対応

する。 

・卒業後のキャリアアップのた

めの講座等を開講する。 

・卒業後の研究活動に対する支

援を行う。 

同窓会を組織し、主に管理栄養

士受験準備講座を学校と協賛

で開講するほか、卒業生情報の

収集、学園祭や行事の連絡及び

招待を行っている。 

卒後支援として、管理栄養士国

家試験受験準備講座を開講し

ている。45 期～47 期の卒業生

に対して講座開講案内のハガ

キを送付し、17 名の卒業生が

講座に参加した。（模試のみ受

験は 6 名） 

卒業生の現状確認も難しい状

況ではあるが、同窓会組織を整

備し、機能させていくことが必

要である。現場で活躍している

卒業生の中には、新しい情報を

得られない環境で働いている

人も多いので、キャリアアップ

の講座を開催すると共に卒業

生同士が情報交換できる場を

作っていく必要がある。 

 

・管理栄養士国家試験受験準備

講座のお知らせ 

・学園祭の招待状 

・卒業生情報カード（見本） 

5-21-2 産学連携による

卒業後の再教育プログ

ラムの開発・実施に取

組んでいるか 

  

・関連業界・職能団体等と再教

育プログラムについて共同開

発等を行う。 

・学会・研究会活動において、

関連業界等と連携・協力を行

う。 

卒業後の再教育プログラムに

ついて、産業界と連携した取り

組みはしていない。 

卒業生が学校に対して求める

支援は何か、情報収集手段を模

索し、収集していかなければな

らない。 
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5-21-3 社会人のニーズ

を踏まえた教育環境を

整備しているか 

・社会人経験者の入学に際し、

就学前の履修に関する取扱い

を学則等に定め、適切に認定す

る。 

・図書館、実習室等の利用にお

いて、社会人学生の利用におい

て社会人学生に対し配慮する。 

・社会人学生等に対し、就職等

進路相談において個別相談を

実施する。 

社会人に限らず入学前の履修

に関して単位の振替等は認め

ていない。 

本校は学則第 5 条において 4

年を越えて在学することはで

きないと定めているため、長期

履修としては 4 年を限度とし

ている。 

社会人学生に限らず就職等進

路相談において個別に対応し、

相談時においては社会人経験

者であることに十分配慮して

対応している。令和元年度は職

業訓練生を 10 名受け入れてお

り、就職に関しては 1 年次か

ら企業説明会を行い、相談も就

職担当者と担任とで個別に対

応している。 

職業訓練生は就職を目的とし

て入学しているため、きめ細か

く指導している。入学年齢によ

っては就職活動に支障をきた

す場合もあるため、訓練生では

ない社会人経験者に対しても

就職担当者及び担任が個々の

希望を把握し、きめ細かい指導

を行っていく必要がある。 

・学生生活ハンドブック 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

卒業生の活躍状況は学校として絶えず把握しておくべきである。 

卒業生が働きながらキャリアアップできるよう学校としてサポートしていく

べきである。学園祭の卒業生無料喫茶コーナーにて卒業生対象の卒後支援企

画アンケートを実施している。この結果を踏まえ、今後の卒後支援企画を計

画していく予定である。管理栄養士国家試験受験希望者を対象とした受験準

備講座の運営については、卒業生への連絡手段や講座の方法・内容の検討が

必要である。同窓会との連携のもと、卒業生の求める支援をしていくため検

討を続ける。 

本校では栄養士の仕事をしながら管理栄養士の資格を取る卒業生のため、管

理栄養士受験準備講座を開講している。日時を連続しない土曜・日曜に設定

し、卒業生が参加しやすい様にしている。ブログ「管理栄養士国家試験受験

ラボ」は教職員の業務負担を考慮し、令和元年度は科目数を限定して実施、

過去問題の解答解説を行った。このブログは、資格・キャリア部門では高い

評価を得ている。 

 
最終更新日付 令和 2 年 5 月 31 日 記載責任者 長 佑美子 
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基準６ 教育環境 
 

大項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

１． 施設・設備等 

施設・設備に関しては、専修学校設置基準及び栄養士法第 9 条に基づき、栄

養士養成施設に必要とされる施設・設備を整備している。しかしながら老朽

化が進んでいるため、必要に応じた修繕・メンテナンスが必要であり、施設・

設備の整備は全体との調整を図りながら計画的に改修していくことが大切で

ある。 

修繕・購入等については、事業計画にて明記し実施しているが緊急対応が必

要な場合もあり、その年度に営造・修繕・購入等を行った施設・設備につい

ては事業報告書にて報告している。施設・設備の補修・改修は法人事務局総

務部が担当し、経過年数や予算、緊急性に応じて順次行っている。 

 

また中期的構想として、平成 25 年度より「近未来プロジェクト」を立上げ、

同法人下 3 専門学校の施設面を含めた今後の在り方についての計画立案に着

手した。教育現場である本学校は、最先端の教育が可能となる施設・設備の

導入が望まれる。 

よりよい環境の中で学生が学習できるように快適で安全な教育環境を提供し

ていく必要があり、限りあるスペースの中で学生が過ごしやすい環境を整備

するよう努力している。 

 

総務部及び財務部と相談しながら、優先順位を立てて取り組んでいく必要が

あるが、今後は年度の修繕計画、設備・備品購入計画等に栄養専門学校教職

員が参画し、予算収支に関して理解を深めることも必要である。 

また、バリアフリーを考慮した整備は校舎入口スロープのみと進んでいない

ため今後の課題である。 

 

１． 施設設備 

令和元年度に営造・修繕・購入を行った施設・設備 

 

修繕 

・非常階段扉塗装 

・校内実習・大量調理実習室・食堂塗装 

・校長室、講師室の入れ替え、職員更衣室の新設 

 

購入 

・一般教室スクリーン 

・一般教室ブラインド 

・校内実習・大量調理実習室食器 

・校長室、講師室の入れ替え、職員更衣室の新設に伴う物品 

（応接セット、更衣室用ロッカー、レターラック、アンダーデスクラック） 

 

 

 

 
最終更新日付 令和 2 年 5 月 31 日 記載責任者 角野 仁美 
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大項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

同法人下の 3 専門学校共用施設として図書館を設け、司書も常駐している。

約 14,400 冊の蔵書の中には専門書や学術雑誌も含まれ、年間計画の中で専門

分野に応じて希望する蔵書等を購入、配架している。 

 

２.学外実習、インターンシップ等 

学外実習としてカリキュラムに「校外実習」を定め、企業等との連携のもと

栄養士として必要とされる知識・技能・態度を習得することを目的に実施し

ている。 

実習の評価については、企業等の担当者による評価の他、事前・事後指導の

状態も含めて単位を認定する。様々な学生がいる現状において、実習先企業

等に迷惑が掛からないよう、十分な事前指導が必要である。 

校外実習後は報告書やレポート（校外実習ノート）の提出、担当教員による

反省会（報告会）が実施されている。また今後はさらなる教育効果向上のた

め、全体報告会等を開催することも必要である。 

実習先は指定の要件を満たし、教育目標を達成するために適していることを

第一条件に、学生の希望や通勤時間を考慮したうえで選定し依頼している。 

校外実習は就職と結びつく授業であり、学生は就職を意識して実習先を選択

する場合が多い。しかしながら、100％自分の望む業種の実習先とは限らず、

より学生の希望に合った多種多様の実習先の新規開拓も課題である。 

 

 

 

 

 

 

２.学外実習、インターンシップ等  

令和元年度の校外実習先は以下の通りである。社員食堂はシダックスフード、

レパスト、グリーンハウスなど 6 社、計 22 ケ所、病院・介護施設は独協医科

大学病院など計 10 ヶ所、保育園は赤羽北のぞみ保育園など計 22 ヶ所であっ

た。 

実際の現場に入り調理作業や事務作業など栄養士としての実務について栄養

士・管理栄養士により指導を受ける。 

 

 

 

 
最終更新日付 令和 2 年 5 月 31 日 記載責任者 角野 仁美 
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大項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

3. 防災・安全管理 

以前より、学園防災組織は存在したが、平成 23 年の東日本大震災での体験を

踏まえ、防災組織の見直しを行った。防災・安全管理については、法人事務

局総務部総務課において「火災予防及び災害防止に関すること」として事務

分掌第３条２７項にて規定されている。本校は実習・実験室を備え持ち、火

気や危険物の取り扱いもあるため、それぞれの担当職員が事故防止に努め、

防災意識を高めるよう学生指導を行っている。 

各階、各実習・実験室には火元責任者を定め、プレートにて表示、防災意識

を高めるよう学園として防火・防災管理委員会を整備し、防災訓練等の実施

や学生への避難訓練、避難場所へのルートの確認、学生・教職員分の非常用

持ち出し袋の備蓄等も行っている。また、学生は入学時に学生傷害保険に加

入しており、教育活動中の事故に備えている。 

実習・実験時に使用する設備・機器等の取り扱い及びその危険性については、

授業を担当する教職員が注意喚起を行っているが、使用及び事故防止のため

のマニュアルを整備していく必要がある。 

災害発生時の長期避難への対策等、整備が必要である。近隣との連携や被災

者の受入れも検討課題となっており、豊島区と防災協定を締結している。 

防犯の面では、監視カメラの設置、貴重品ロッカーの設置、教職員による昼

休み時間の教室巡回等の対策を講じている。 

 

２． 防災・安全管理  

本校の防災組織  

１・5号館4階以下 １・5号館5階以上 2号館

通報連絡班 小谷　円花 小金澤　真代 森　志麻乃

後藤　かおり
酒井　亜希子

久保　淳
土田 徹

地区隊長

坂口　純也 鈴木　涼介

若井　麻由
朝日　直人
板垣　裕
浅香　透

安全防護班

応急救護班

初期消火班

避難誘導班 大木　佑美子 竹田　恵子

高野　沙織
佐藤　功

赤星　文月

深田　由美子
坂井　和美

宮崎　知左子
角野　仁美

 

 
最終更新日付 令和 2 年 5 月 31 日 記載責任者 角野 仁美 
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6-22 （1/1） 

6-22 施設・設備等 

 

小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

6-22-1 教育上の必要性

に十分対応した施設・

設備・教育用具等を整

備しているか 

・施設・設備・機器類等は設置

基準、関係法令に適合し、かつ、

充実させる。 

・図書室、実習室など、学生の

学習支援のための施設を整備

する。 

・図書室の図書は専門分野に応

じ充実させる。 

・学生の休憩・食事のためのス

ペースを確保する 

・施設・設備のバリアフリー化

に取り組む。 

・手洗い設備など学校施設内の

衛生管理を徹底する。 

・卒業生に施設・設備を提供す

る。 

・施設・設備等の日常点検、定

期点検、補修等について適切に

対応する。 

・施設・設備等の改築・改修・

更新計画を定め、適切に執行す

る。 

栄養士養成施設として、栄養士

法施行規則に則り必要とされ

る施設・設備・機器を整備して

いる。 

施設の老朽化もあり、常に修繕

及びメンテナンスが必要とさ

れている。 

また、緊急度に応じて修繕及び

メンテナンスを行う体制を整

えているが、常に施設・設備の

見直しが求められるのも現状

である。 

 

同法人下の 3 専門学校の共有

施設として図書館があり、専門

書を含め約 14,400 冊の蔵書と

パソコン 7 台を置きインター

ネットができる環境も整えて

いる。 

図書館は卒業生も利用可能、実

習室等についても事前の申し

込みにて貸出を行っている。 

 

 

緊急度に応じた対応が必要だ

が、計画的な施設設備の更新も

課題である。教育現場として、

設備・機器の見直しは常に行っ

ていかなければならない。予算

に基づいた計画的な購入が必

要であり、衛生系の学校である

ため、衛生管理の徹底は急務で

ある。手指の消毒のための薬剤

は実習・実験室内のみならず、

各階フロア及びトイレ等に常

備しているが、施設内の適正箇

所に手洗い設備を設けること

も課題である。 

現状の施設に対しては、年間の

メンテナンス計画、修繕計画を

作成し、実施できるような体制

を整えていく必要がある。 

バリアフリーに関しては、校舎

入口スロープのみとなってお

り、今後対応が必要である。 

 

・学生生活ハンドブック 

・令和元年事業計画書 

・学校入学案内書 

・施設設備一覧 

・施設の概要 
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小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

6-22-1 続き    HACCP（食品の衛生管理シス

テム）等、現代に求められてい

る衛生・安全面の充実を図ると

ともに、教育充実のための施設

の整備を行う必要性が高い。こ

れらは、近未来プロジェクトと

も合わせて、施設・設備の充実

を図るための計画を立ててい

くことが必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

栄養士養成施設として法令で定められている施設・設備を整えているが、常

に社会のニーズに沿った人材を育成するための施設・設備の導入が求められ

る。理想的環境作りの実現が今後の課題となる。 

技術の習得に集中し、確実にスキルアップするための環境作りに力を入れて

いる。ライフラインを含め、施設設備において耐用年数を超えた老朽化して

いる部分に対し優先順位をつけて修繕を進めていき、教職員と学生が安心し

て使用できるような環境整備が必要となる。 

 
最終更新日付 令和 2 年 5 月 31 日 記載責任者 角野 仁美 
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6-23 （1/1） 

6-23 学外実習、インターンシップ等 

 

小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

6-23-1 学外実習、イン

ターンシップ、海外研

修等の実施体制を整備

しているか 

・学外実習等について、意義や

教育課程上の位置づけを明確

にする。 

・学外実習等について、実施要

綱・マニュアルを整備し、適切

に運用する。 

・関連業界等との連携による企

業研修等を実施する。 

・学外実習について、成績評価

基準を明確にする。 

・学外実習について実習機関の

指導者との連絡・協議の機会を

確保する。 

・学外実習等の教育効果につい

て確認する。 

 

 

栄養士必修の校外実習は、事業

所・保育園・病院・高齢者施設

など栄養士が従事する企業等

において、栄養士業務全般を実

体験することにより、給食業務

を行うために栄養士として具

備すべき知識及び技能を修得

する実習である。定められた実

習要領に基づき実施され、終了

後は企業側の担当者による評

価の他、事前事後指導の状態も

含めて単位を認定している。 

実習に関わる準備、指導、実習

の巡回指導を一人の教員が行

っており、負担も多くなってい

るのが現状である。 

 

 

校外実習は、受け入れ先企業等

と学校側の共通理解と協力の

基、行われなければならない。 

企業等に快く学生を受入れて

いただくためには、事前教育の

徹底が必要である。 

必修科目であるため、学生全員

の実習先を確保する必要があ

る。また、学生は就職を意識し

て実習先を選択するため、学生

の希望に合った実習先を開拓

していかなければならない。 

実習担当教員のみでは業務が

繁忙するため、書類作成や事前

指導等の助手的役割を担う職

員の確保が必要である。令和２

年度より分掌に学生支援課を

発足し対応していく予定であ

る。 

また、校外実習の教育効果の確

認のため、校外実習報告会等を

実施できるとよい。 

・校外実習ノート 

・校外実習先名簿 

・校外実習評価表 

・海外研修旅行行程表 
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小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

6-23-1 続き  ・学校行事の運営等に学生を積

極的に参画させる。 

・卒業生・保護者・関連業界等、

また、学生の就職先等に行事の

案内をする。 

学校の大きな行事としては同

法人下の３専門学校合同で行

われる体育祭、学園祭がある

が、この運営に本校生徒会が参

加している。事前準備の他、当

日の各ポジションの進行につ

いて生徒会が役割分担し教職

員と協力して進めている。 

毎年 12 月に希望者を募り、海

外研修旅行を実施している。 

海外研修は比較的費用が多額

で希望者が少なく実施されな

い年度もあるが、個人の旅行で

は難しい海外の給食施設の見

学など学生にとってプラスと

なる内容としている。場所を限

定せず、参加しやすい形で実施

することも視野に入れ検討し

ていくことも必要である。 

 

 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

校外実習は栄養士の必須であり、カリキュラムに位置付けて実施している。 

実習は、事前指導、企業等での実習、実習終了後はレポートも含めた実習ノ

ートの提出と事後指導で構成されている。実習中は担当教員の訪問により学

生の状況把握を行い、実習先指導者とのコミュニケーションを図り、連携し

て学生の指導に当たっている。実習の評価は、実習先指導者による評価をも

とに、事前・事後指導も含めて総合的に評価し、単位を認定している。 

企業との連携の下、就職を見据えた実践的授業が行われている。 

職業実践専門課程の申請においても、企業等と連携した実習として報告して

いる。 

校外実習と就職は相互に結びついているので、実習担当教員と就職担当が一

致協力する体制を整えるべきである。 

実際に、実習の巡回指導時に実習先企業の採用関係者から就職に関する情報

を確認することもあるため、相互で協力していくことが必要である。 

また、実習先は事業所・病院・高齢者施設・保育園と多岐にわたり、栄養士

が就職する分野を網羅していることから、より就職を意識した数多くの実習

先の確保が望まれる。そのためには、学生の意識を高め、企業が快く受け入

れられる人材へと教育していく必要がある。 

 
最終更新日付 令和 2 年 5 月 31 日 記載責任者 角野 仁美 
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6-24 （1/1） 

6-24 防災・安全管理 

 

小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

6-24-1 防災に対する組

織体制を整備し、適切

に運用しているか 

・学校防災に関する計画、消防

計画や災害発生時における具

体的行動のマニュアルを整備

する。 

・施設、建物、設備の耐震化に

対応する。 

・消防設備等の整備及び保守点

検を法令に基づき行い、改善が

必要な場合は適切に対応する。 

・防災（消防）訓練を定期的に
実施し、記録を保存する。 

・備品の転倒防止など安全管理

を徹底する。 

・教職員、学生に防災研修・

教育を行う。 

法人事務局総務部総務課の事

務分掌として、「災害予防及び

災害防止に関すること」（第３

条２７項）を規定し、防火・防

災管理委員会を組織している。 

 

実習・実験時に使用する施設・

設備等の安全な取り扱い及び

その危険性については、授業時

に担当者が注意、また授業開始

前・終了後にはメンテナンス及

び点検を実施し、事故を未然に

防ぐ努力を行っている。 

避難経路等を掲示し、有事の際

の行動や動線について確認で

きる体制をとっている。 

実験にて使用する薬品類の中

には劇薬もあるため、薬品棚は

固定し転倒を防止している。 

 

災害時の対応として、食料や災

害用備品の備蓄の準備を行っ

ている。 

教職員や学生に対して、安心安

全な環境・施設を整備するのは

法人事務局の責務である。 

同法人下の３専門学校で組織

する防火・防災管理委員会にて

防災担当者会議を行い、学園全

体の防災意識の向上を図るべ

きである。 

災害時の対応を想定した防災

訓練を実施しているが、防災計

画に基づき定期的に実施する

ことが必要となる。 

転倒防止のため、各教室及び実

習・実験室の備品の固定を順次

行っていく必要がある。 

これまでも実施している教職

員の防火・防災訓練、学生の避

難訓練を来年度以降も継続し

て行い、防災に関する意識を向

上させる。 

 

災害時・危険等発生時に教職員

が講じるべき措置の具体的内

容や手順を定めたマニュアル

を作成していく必要がある。 

 

 

 

・法人事務局総務部総務課の事

務分掌 

・試薬台帳 

・実習・実験注意事項 

・学生生徒災害保険（専修・各

種学校災害障害保健に関す

る書類 

・防災組織図 

・避難訓練実施要綱・実施記録 
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小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

6-24-2 学内における安

全管理体制を整備し、

適切に運用しているか  

・学校安全計画を策定する。 

・学生の生命と学校財産を加害

者から守るための防犯体制を

整備し、適切に運用する。 

・授業中に発生した事故等に関
する対応マニュアルを作成し、
適切に運用する。 
・薬品等の危険物の管理におい
て、定期的にチェックを行うな
ど適切に対応する。 
・担当教員の明確化など学外実
習等の安全管理体制を整備す
る。 
 

入学時に「学生生徒災害保険

（専修・各種学校災害障害保

健）」に加入させている。 

教職員は使用する施設や設

備・機器類に関しての取り扱い

方法等についての知識を持ち、

事故や危険のないよう学生に

指示指導している。 

実習・実験室等火気を使用する

施設は、使用時以外は立ち入れ

ないよう施錠している。 

実験室については薬品等の取

り扱いが伴うため、危険物取扱

責任者の資格を所持した教員

を確保し、廃液処理等適切に対

応している。 

防犯の面では、監視カメラの設

置、貴重品ロッカーの設置、教

職員による昼休み時間の教室

巡回等の対策を講じている。 

 

実習・実験室の使用上の注意に

ついては、事故が起こらないよ

う１回目の授業にて学生に説

明しているが、毎回使用時に担

当する教職員は危険のないよ

う目を配り、学生の事故防止に

関する意識を高める必要があ

る。 

授業の際に使用する設備のリ

スクについては学生にアナウ

ンスし、授業担当者は学生を注

視し事故等を未然に防止しな

ければならない。起こりうる

様々なリスクに対応できるよ

う、共通理解と事故防止マニュ

アルの策定が必要である。 

学校安全計画事故防止マニュ

アル等を策定し運用すること

が今後の課題である。 

事故後に病院等を探すことは

困難な為、あらかじめ様々な事

故を想定した対応マニュアル

を作成する必要がある。 
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中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

地震などの災害発生に備え、防火・防災管理委員会を設置し、防災訓練等を

行っている。 

また、災害時避難場所を示した地図を掲示し、実際に避難経路の確認を行う

等を通じて学生の防災意識を高めている。 

授業の際に使用する設備や機器のリスク等については学生にアナウンスし、

事故や危険のないよう指導するとともに、担当教職員は学生を注視し事故を

未然に防止するよう努めている。 

 

刃物、火、油など特別な調理機器や食品を取り扱う学校であるので、事故を

未然に防止する体制を確立させなければならない。 

学校安全計画、事故防止マニュアルを策定し、教職員が共通理解の上、運用

することが大切である。 

学内には AED を設置し、教職員を対象に取り扱い講習を行っている。 

全教職員・学生分の災害時食料及び災害用持出し品の準備をしている。 

今後は、それらの使用方法や災害時帰宅困難者対策、学内安全管理について、

教職員をはじめ学生一人ひとりの意識を向上させていく必要がある。 

 
最終更新日付 令和 2 年 5 月 15 日 記載責任者 角野 仁美 
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基準７ 学生の募集と受入れ 
 

大項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

（１）学生募集活動 

本校は学園法人事務局に広報部を置き、学校案内書・募集要項、学校見学、

模擬授業、高校ガイダンス等については広報部主体で行っている。広報部の

組織中に広報企画室を置き、ホームページや LINE、Facebook、YouTube な

どの情報ツールを利用した広報活動にも取り組んでいる。 

体験入学の企画・運営は、体験入学担当チームを中心とした栄養専門学校全

教職員と広報部栄養担当職員とで連携して行っている。チーム制を導入し、

役割分担を明確にして協力することで体験入学の内容を充実させている。年

間 30 回以上の体験入学（オープンキャンパス）を実施している。令和元年度

の体験入学実施回数は、全 36 回（内夜間体験入学 8 回）、参加者数は 474 名、

各回の出席者数は最高回で 38 名、最低回 5 名であった。開催時期による参加

人数のばらつきもあるが、平均的な参加者数を確保することが課題となる。

参加者のアンケートにおいて、希望する体験内容等の調査をしており、今後

の体験内容に活かしていくことも必要である。また、参加者から「学校の雰

囲気がよい、教職員の対応がよかった、在校生と話ができてよかった」との

声を得ており、教職員や在校生が参加者と近い目線で接し、より一層学校の

魅力を伝えていくことが重要である。 

【オープンキャンパス参加人数・歩留率】 

令和元年度は歩留まり率が 44.6％と目標の 40％を達成できた。 

平成２９年度 平成30年度 令和元年度

延べ人数 493 434 474

実人数 419 392 417

平均参加回数 1.18 1.10 1.13

187 170 186

37.9% 39.2% 39.2%

44.6% 43.4% 44.6%

OC参加

出願数

延べ人数による歩留まり率

実人数による歩留まり率  

（１）学生募集活動 

高校訪問等の地道な募集活動は、在校生の現状や就職状況などの報告も兼ね

ており、相互理解を深めることで高校側との信頼関係を構築している。 

ホームページに関しては、ウェブアクセス解析などにより客観的な意見や希

望者の動向を分析している。競合他校の調査についても可能な限り実施して、

適切かつ効果的な広報活動を行っている。 

就職実績等の教育効果については、データ管理し毎年内定者一覧を作成、入

学希望者に対して最新の就職内定情報を提供している。 

入学希望者およびその保護者からの問い合わせや相談に対して、体験入学（オ

ープンキャンパス）や個別相談の他、個別の学校見学や在校生と一緒に授業･

実習に参加し体験する参加型学校見学も随時受付可能とする体制を整えてい

る。 

 
最終更新日付 令和 2 年 5 月 31 日 記載責任者 角野 仁美 
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大項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

（２）入学選考 

入学者の選考にあたっては募集要項の選考方法に従い適正かつ適切に実施し

ている。入試方法は、AO、高等学校推薦、自己推薦、一般、キャリアを設け、

入学希望者の状況にあわせて受験できるよう体制を整えている。また、毎年

国費留学生の枠を２名分設け、受け入れている。さらに、令和元年度は東京

都専門人材育成訓練の受託校として 10名の訓練生を受け入れた。 

AO 入学希望者に対してはエントリー後に面談を実施し、本校のアドミッシ

ョンポリシーとの照らし合わせを行っている。その他の入学選考方法につい

ては書類審査を中心に、必要に応じて面接を行うなど厳正に審査・選考して

いる。 

入学者に関するデータはシステム管理されており、毎年の出願者数、受験者

数、試験結果、合格者数等、入学選考に関する情報はすべてデータにより管

理、過年度の推移等と比較検証し次年度の入試に活かしている。 

また、入学対象者は現役生のみに絞らず標的の幅を広げる必要がある。 

入学定員の確保が最優先であるため、入学選考が書類選考中心となっている

のが現状である。このため、学力の均衡が図れず、入学後の学習状況に課題

が残っている。職業意識の高い者に対して門戸を開くことも専門学校として

の務めであると考えるため、学力のみの判断ではなく資格取得への熱意、職

業意識、将来へのビジョン等を確認するための入学希望者への面談実施に関

して検討していく必要がある。 

 

 

 

 

（２）入学選考 

現在、入学希望者のほとんどが体験入学（オープンキャンパス）等に参加し

ている。参加時の様子や個別相談時の質問内容、また高等学校ガイダンスや

模擬授業参加者の場合にはその時の様子についての情報を細かく記録しデー

タ管理している。入学選考の方法を書類審査としている場合にも、願書提出

者のデータをもとに個人の情報を把握し、合否判定に役立てている。 
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大項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

（３）学納金 

学納金は、実収入の一番基本的なものなので年度推移を正確に把握し、教育

研究費、人件費、施設管理費などを算出基礎として、他校の学費水準とも比

較して算出し理事会・評議員会で決定している。 

学納金は学生募集要項に明記している。 

入学辞退者に対する授業料等の返還については、当該３月３１日までに入学

辞退の意思表示をした者に対しては原則、納付した授業料（入学金を除く）

の返還に応じている。 

 

（３）学納金 

卒業までに必要となる学納金については募集要項に記載している。 

学納金の納付について、一括納入、前期・後期の二回分割の他、保護者や学

生の状況に応じた支払方法についての相談を受け付けている。 

 
最終更新日付 令和 2 年 5 月 31 日 記載責任者 角野 仁美 
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 7-25 （1/1） 

7-25 学生募集活動 

 

小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

7-25-1 高等学校等接続

する教育機関に対する

情報提供に取組んでい

るか 

・高等学校等における進学説明

会に参加し教育活動等の情報

提供を行う。 

・高等学校等の教職員に対する

入学説明会を実施する。 

・教員又は保護者向けの「学校

案内」等を作成する。 

高等学校における進学説明会

の他、会場ガイダンスなどにも

積極的に参加し、教育活動、就

職実績、支援体制等の情報提供

を行っている。高等学校教職員

を対象とした学校見学会も開

催している。 

高校生とその保護者とでは求

める情報も違うため、保護者向

けの冊子を作成し体験入学に

参加した保護者に対して配布、

説明している。 

 

募集活動を円滑に進めるため

には高等学校等の教職員から

の信頼が必要であり、今後も進

学説明会への参加や高等学校

教職員対象学校見学会などの

開催を通して本校の教育活動

等についての理解を深めてい

く。 

・ガイダンス日程表 

・進学説明会・入学説明会の実

績資料 
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小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

7-25-2 学生募集活動を

適切かつ効果的に行っ

ているか 

・入学時期に照らし、適切な時

期に願書の受付を開始する。 

・専修学校団体が実施する自主
規制に即した募集活動を行う。 
・志願者等からの入学相談に適
切に対応する。 
・学校案内等において、特徴あ

る教育活動、学修成果等につい

て正確に、分かりやすく紹介す

る。 

・広報活動・学生募集活動にお
いて、情報管理等のチェック体
制を整備する。 
・体験入学、オープンキャンパ

スなどの実施において、多くの

参加機会の提供や実施内容の

工夫など行う。 

・志望者の状況に応じて多様な

試験・選考方法を取り入れる。 

 

 

公益社団法人東京都専修学校

各種学校協会の定めた募集開

始時期や募集内容を遵守して

いる。 

体験入学（オープンキャンパ

ス）時、高等学校や会場での学

校説明会の他、平日はもちろん

土日祝日の学校見学や入学相

談にも対応できる体制を整え、

本校の教育活動や学修成果に

ついて紹介している。 

広報部を中心として、教職員が

一体となって模擬授業、体験入

学、ガイダンス等を実施してい

る｡ 

体験入学の実施に際しては教

職員内でチームを編成し、内容

の精査を行っている。 

公益法人東京都専修学校各種

学校協会の取り決めを遵守し、

定員遵守の方針でできるだけ

定員充足率を上げる募集活動

を行っていくことが必要であ

る。 

志望者に対しては、できるだけ

丁寧に、学校の内容を志望者等

の立場に立って理解しやすい

ものとすべきである。 

募集開始時期や募集内容につ

いては、今後も公益社団法人東

京都専修学校各種学校協会の

取り決めを遵守していく。 

志願者からの入学相談には誰

が対応しても画一的な対応が

できるように教職員の研修の

強化が必要となるため、マニュ

アル等も整備していく。 

体験入学等参加者の情報は後

藤学園個人情報保護規定に基

づき広報活動・学生募集活動の

みに使用されている。 

体験入学（オープンキャンパ

ス）は参加者の求める情報や体

験内容を実施していく必要が

ある。より一層のチェック体制

を整備していく。 

 

・募集要項 

・志願者等に対する相談体制 

 資料 

・体験入学参加者のアンケート

用紙 

・イベント日程表 

・体験入学等の配布資料 

・体験保護者資料 
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小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

7-25-2 続き    体験入学については、参加者ア

ンケートを参考に参加者の求

める情報や体験内容について

実施できるようリーダーを中

心に検討、実施していく。 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

募集開始時期や募集内容などの募集活動は、公益財団法人東京都専修学校各

種学校協会の定めを遵守して実施されている。 

また、本校の志願者および保護者の求める教育活動・就職実績・支援体制等

の情報を提供していくことが必要であり、それが本校の差別化となるべきも

のである。現在、体験入学（オープンキャンパス）等のイベントは、広報部

栄養専門学校担当者と栄養専門学校教職員全員とで連携して行っている。各

体験入学イベントの担当チームを中心に、内容の充実を図り、イベント当日

の進行、終了後の意見の集約と以降イベントへの反映まで一連の指揮に当た

っており、参加者の満足度に貢献している。 

入試方法については、AO 入学、高等学校推薦入学、自己推薦入学、一般入

学、キャリア入学と志望者の状況に応じで多彩な入学方法を取り入れている。 

また令和元年度は東京都長期高度人材育成訓練の受託校として 10 名の訓練

生を受け入れた。 

各体験入学イベントの担当チームを中心に、体験イベントの内容、実施方法、

改善点等の検討を行い、共通理解を図った。 

体験イベント参加者に配布する冊子類（資料）の改善、特にサイズや栄養価

の表記について統一し、わかりやすい資料の作成に取り組んだ。 

体験入学（オープンキャンパス）等イベント参加者への教育活動・就職実績・

支援体制等の情報提供に一定の成果が見られたものと判断できる。 

 

 

 

 

最終更新日付 令和 2 年 5 月 31 日 記載責任者 角野 仁美 
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7-26 （1/1） 

7-26 入学選考 

 

小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

7-26-1 入学選考基準を

明確化し、適切に運用

しているか 

・入学選考基準、方法は、規程

等で明確に定める。 

・入学選考等は、規程等に基づ

き適切に運用する。 

・入学選考の公平性を確保する

ための合否判定体制を整備す

る。 

入学選考方法ごとに基準を設

け、募集要項で明示している。

成績証明書等の提出を義務付

け確認、適切かつ公平に実施さ

れている。 

ＡＯ入学は面談を実施、その他

は書類選考を中心に必要に応

じて面接試験を行っている。 

高等学校による学力の差が認

められ、成績に関しては一律の

基準では判断しかねる場合が

ある。資格取得への熱意や職業

意識など学力以外の判断基準

を重要視していくべきである。 

今後も基準に則った入学選考

を実施していく。 

・入試面接カード 

7-26-2 入学選考に関す

る実績を把握し、授業

改善等に活用している

か 

・学科毎の合格率・辞退率など

の現況を示すデータを蓄積し、

適切に管理する。 

・学科毎の入学者の傾向につい

て把握し、授業方法の検討など

適切に対応する。 

・学科別応募者数・入学者数の
予測数値を算出する。 
・財務等の計画数値と応募者数
の予測値等との整合性を図る。 

 

体験入学（オープンキャンパ

ス）等イベント参加から出願、

面接、選考、合否判定まですべ

て記録・保存されている。 

過去も含めてデータで管理さ

れており、広報部のみならず、

栄養専門学校教職員が共通理

解を持てる環境を整えている。 

前年度までのデータから応募

者及び入学者数の予測値を算

出、財務の予算予測と整合性を

図っている。 

マーケティング戦略としてか

かる情報は広報部にて総合的

に把握するだけでなく、現場の

教職員も理解し連携すること

で募集活動に活かされるべき

である。 

データ管理はされているので、

教職員がそのデータを常に意

識し活用していく能力を養っ

ていく必要がある。 
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中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

ＡＯ入学では面接にてアドミッションポリシーとの照らし合わせを行い、意

欲や目的意識の確認を原則 2 名の面接官で行い、公平な評価と判断を行って

いる。推薦入学では成績および欠席日数などの基準を設け、その他の入試方

法と合わせて書類選考を中心に面接も組み入れ合否の確定をしている。 

入学に際しては、体験入学（オープンキャンパス）や会場ガイダンス、学校

見学等に参加、またホームページや学校案内書も含めて本校に対しての理解

を深めた後の入学希望がほとんどであり、入学後の行き違いは少なくなって

いる。 

志願者にとって分かりやすい基準で選考が行われるべきであり、入学後に迷

うことのないよう本人及び保護者が納得したうえで入学されるよう、入学希

望者には体験入学等のイベントへの参加を勧めており、イベントでのより詳

細な学校情報の提供を行っていく必要がある。 

また、マーケティング戦略としてかかる情報は広報部にて総合的に把握し、

教職員が共通理解の上募集活動を行っていくことが重要である。 

 

入学選考者に関する情報を分析し、マーケットセグメントして広報戦略を立

案すべきである。 

学力試験を実施していないため、高等学校の成績が学力の選考基準となって

いるが、高等学校の学力格差が存在し、同じ基準では平等な判断ができない

ことが問題となっている。 

本校では、資格取得への熱意や職業意識など学力以外の判断基準を重要視し

ているが、入学後の学力不足から挫折する学生も見られるため、「基礎学力演

習」をカリキュラムへ組み込み、基礎学力向上への取り組みをより充実させ

ている。 

 

 
最終更新日付 令和 2 年 5 月 31 日 記載責任者 宮﨑 知左子 
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7-27 （1/1） 

7-27 学納金 

 

小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

7-27-1 経費内容に対応

し、学納金を算定して

いるか 

・学納金の算定内容、決定の過

程を明確する。 

・学納金の水準を把握してい

る。 

・学納金等徴収する金額はすべ
て明示する。 

学納金は、教育研究費・人件

費・施設管理費などを算出基礎

とし、理事会・評議員会の承認

を受けて決定、他の栄養系専門

学校と比較しても妥当な水準

となっている。学納金等在学中

に必要な経費については募集

要項に記載されている。 

学納金については他校の状況

や社会情勢、実習費や材料費な

どの推移を正確に把握してい

くことが必要。 

学納金等在学中に必要な費用

についてはすべて募集要項に

記載し、保護者が学費計画を立

てやすくするよう努めなけれ

ばならない。 

学納金の推移については新年

度学納金等決定の基礎資料と

なるものであるため、正確に把

握し管理していく必要がある。 

 

・学校案内書 

7-27-2 入学辞退者に対

し、授業料等について、

適正な取扱を行ってい

るか 

・文部科学省通知の趣旨に基づ

き、入学辞退者に対する授業料

の返還の取扱いに対して、募集

要項等に明示し、適切に取扱

う。 

入学辞退者に対する授業料等

の返還については、当該３月３

１日までに入学辞退の意思表

示をした者については原則と

して納付した授業料（入学金を

除く）の返還に応じている。 

今後も文部科学省の通知（18

文科高第 536 号）に準拠して

適正に処理していくことが必

要である。 

入学辞退者に対する授業料等

の返還については募集要項に

も記載し適切に取扱っていく。 

・文部科学省「大学、短期大学、

高等専門学校、専修学校及び各

種学校の入学辞退者に対する

授業料等の取り扱いについて」

（通知）（平成１８年１２月２

８日１８文科高第５３６号） 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

卒業までに必要な学納金については募集要項に記載している。 

入学辞退者に対する授業料等の取り扱いについては、募集要項に明示し、文

部科学省「大学、短期大学、高等専門学校、専修学校及び各種学校の入学辞

退者に対する授業料等の取り扱いについて」に準拠し適切に扱っている。 

学納金は教育研究費・人件費・施設管理費などを算出基礎として、他校の学

費水準とも比較して算出し、学納金の納付については一括納入、前期・後期

の二回分割の他、保護者や学生の状況に応じた支払方法についての相談を受

け付けている。 

 
最終更新日付 令和 2 年 5 月 31 日 記載責任者 渡部 義紀 
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 基準８ 財務 
 

大項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

（１） 財務基盤 

・学校部門としては、過去３年間の入学者数、在校生数は減少傾向にあり、

令和元年度の定員充足率は 70%を下回っている。 

・学園全体としては、経常収支差額が３年連続でマイナスとなっている。現

預金残高としては負債総額を 17 億円上回っており、当面の運営資金は確保で

きていると言えるが、支払資金の残高は前年度に比べてマイナスとなってお

り、予断を許さない状況といえる。 

 

（２） 予算・収支計画 

・予算の執行管理は予算管理規定上、四半期ごとに予算の執行状況を審議す

ることとしているが、常務会・理事会で執行状況を報告するにとどめている。 

・平成 28 年度より WEB 形式の予算管理システムを導入しており、担当者だ

けでなく、管理者にも予算の執行状況が把握できるようになっている。 

 

（３） 監査 

・外部監事２人による監査が行われており、監事は私学振興助成法に基づく

公認会計士監査における会計監査人とも連携し、業務監査や財産の状況、理

事の業務執行の状況の監査を行っている。また、理事会・評議員会にも出席

し、学校法人の業務や財産の状況について意見を述べている。 

 

（４） 財務状況の公開 

・私立大学等経常費補助金の交付対象法人として、また職業実践専門課程の

認定校として、法人の計算書類を各校のホームページ上で公開しており、適

切に運用しているといえる。 

支出超過の状況を打開するべく、令和２年度からの中期計画においては収支

均衡に必要な入学者数を 1050 人とし、学校別の募集目標をクリアできるよ

うに取り組んでいく。 

 

設備面においても必要な改修を段階的に行うべく、老朽化した設備を更新す

るために施設設備不備事項一覧を整備し、各部署と優先順位を検討したうえ

で令和元年度から３年間で改善するよう取り組んでいる。 

 

 
最終更新日付 令和 2 年 5 月 31 日 記載責任者 渡部 義紀 
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8-28 （1/1） 

8-28 財務基盤 

 

小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

8-28-1 学校及び法人運

営の中長期的な財務基

盤は安定して 

いるか 

・応募者数・入学者数及び定員

充足率の推移を把握する。 

・収入と支出のバランスをと

る。 

・貸借対照表の翌年度繰越収入

超過額がマイナスになってい

る場合、それを解消する計画を

立てる。 

・事業活動消費収支計算書の当

年度消費収支超過額がマイナ

スとなっている場合、その原因

を正確に把握する。 

・設備投資が過大になっていな

い。 

・負債は返還可能の範囲で妥当

な数値とする。 

学生生徒数の推移は 10 年以上

の推移を把握している。平成

28 年度以降、学校法人全体と

して支出超過が続いており、予

断を許さない状況である。 

老朽化した設備を更新するた

めに施設設備不備事項一覧を

整備し、各部署と優先順位を検

討したうえで令和元年度から

３年間で改善するよう取り組

んでいる。 

金融機関からの借り入れは令

和元年度で完済となった。 

入学者数の減少により、支出超

過が続いている。令和２年度か

らの中期計画においては、学園

全体の収支均衡を目標に掲げ、

入学者数1050人の実現に向け

て各部署が取り組みを実施し

ていく。 

定員を 240 人としているが、

近年の募集状況ならびにクラ

ス編成やカリキュラムの都合

上、５クラスが望ましいものと

考えている。教職員数の見直し

も含めて検討が必要である。 
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8-28-2 学校及び法人運

営にかかる主要な財務

数値に関する財務分析

を行っているか 

・最近 3 年間の収支状況（事

業活動収支・資金収支）による

財務分析を行う。 

・最近 3 年間の財産目録・貸

借対照表の数値による財務分

析を行う。 

・最近 3 年間の設置基準等に

定める負債関係の割合推移デ

ータによる償還計画を策定す

る。 

・キャッシュフローの状況を示

すデータがある。 

・教育研究費比率、人件費比率

の数値は適切な数値にする。 

・コスト管理を適切に行う。 

・収支の状況について自己評価

を行う。 

・改善が必要な場合において、

今後の財務改善計画を策定す

る。 

主要な財務数値に関する財務

分析を行い、日本私立学校振

興・共済事業団が発行する「今

日の私学財政」の数値をもと

に、他校との比較検討を行って

いる。 

また、決算数値の推移を示した

図表を評議員会や理事会に提

出し、キャッシュフローや収支

の状況についての説明を行っ

ている。 

支出超過の状況を打開すべく、

中期計画の実現に向けて取り

組む。 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

18 歳人口の減少、経済情勢の悪化、進学率の上限の限界等、専修学校を取り

巻く環境諸条件はますます厳しいものとなりつつある。財政を健全化させて

ゆくためには、収入に見合った人件費や諸経費などの経常的支出と、将来を

見据えた設備投資のバランスを考慮に入れて執行すべきである。 

学園全体としては平成 22 年度末には現預金残高から負債総額を引いた額が

マイナスであったのに対し、平成 30 年度末では 17 億円のプラスとなってお

り、この８年間で支払資金の留保を行ってきたと言える。 

 
最終更新日付 令和 2 年 5 月 31 日 記載責任者 渡部 義紀 
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8-29 （1/1） 

8-29 予算・収支計画 

 

小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

8-29-1 教育目標との整

合性を図り、単年度予

算、中期計画を策定し

ているか 

・予算編成に際して、教育目標、

中期計画、事業計画等と整合性

を図る。 

・予算の編成過程及び決定過程

は明確にする。 

毎年 11 月の理事会までに予算

編成方針を策定し、各部署から

の予算申請結果をもとに予算

委員会で検討し、予算作成を行

っている。 

予算委員会・常務会の審議を経

た予算案を理事会に付議し、予

算決定となる。 

各部署からの予算申請時期は

12 月から 1 月であり、３月に

議決する事業計画と予算が乖

離することがありえた。令和２

年度からは中期計画を策定し、

年度ごとの取り組みを明示し

たうえで必要な予算を申請す

る手順となる。 

・学校法人後藤学園令和２年度

予算編成方針 

・学校法人後藤学園中期計画 

8-29-2 予算及び計画に

基づき、適正に執行管

理を行っているか 

・予算の執行計画を策定する。 

・予算と決算に大きな乖離を生

じない。 

・予算超過が見込まれる場合、

適切に補正措置を行う。 

・予算規程、経理規程を整備す

る。 

・予算執行にあたってチェック

体制を整備するなど適切な会

計処理を行う。 

各部署において予算申請時に

過去の予算執行額を考慮し、乖

離が生じないようにしている。

平成 28 年度からは予算と決算

に乖離が見られるものは各部

署に依頼し、適正化してきた。 

予算管理システム上で予算を

超過して入力できないように

設定しており、予算が不足する

場合は、予算の流用や予備費の

流用で対応している。 

予算の執行状況については、各

部署において予算管理システ

ム上の執行額や執行率を確認

するように委ねているのが現

状である。 

中期計画の取り組みとして、予

算の執行状況の把握や翌年度

の予算申請に資する資料作成

を目標に掲げて取り組む予定

である。 

・学校法人後藤学園経理規程 

・学校法人後藤学園予算管理規

定 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

・学園全体としては支出超過の状況が続いている。まずは入学者目標数の達

成に向けて、募集活動に注力する。また、継続して支出内容を見直し、教育

の質を下げずに支出を節減する方法を模索する。 

・各部署から予算申請を行う前に、予算編成方針を策定し、理事会の承認の

もと、全教職員に通知している。 

・当初予算で想定していなかった支出については予備費を流用しており、補

正予算は組んでいない。 

 
最終更新日付 令和 2 年 5 月 31 日 記載責任者 渡部 義紀 
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8-30 （1/1） 

8-30 監査 

 

小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

8-30-1 私立学校法及び

寄附行為に基づき、適

切に監査を実施してい

るか 

・私立学校法及び寄附行為に基

づき、適切に監査を実施する。 

・監査報告書を作成し理事会等

で報告する。 

・監事の監査に加えて、監査法

人による外部監査を実施する。 

・監査時における改善意見につ

いて記録し、適切に対応する。 

外部監事２人による監査が行

われており、監事は私学振興助

成法に基づく公認会計士監査

における会計監査人とも連携

し、業務監査や財産の状況の監

査を行っている。また、理事

会・評議員会にも出席し、学校

法人の業務や財産の状況につ

いて意見を述べている。 

監事は寄付行為の規定に基づ

き、学校法人の業務及び財産の

状況について適宜監査を行っ

ている。また、理事会に出席し

意見を述べている。 

私立学校法及び寄付行為に基

づく監査は適切に実施されて

いる。 

・監事監査報告書 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

私立学校法及び寄付行為に基づく監査は適切に実施されている。 併設校として短期大学を有しており、私立大学等経常費補助金の交付を受け

ているため、毎年、私学振興助成法に基づく公認会計士による監査を受けて

いる。他の専修学校と比べ、より厳しい視点から監査を受けていると思われ

る。 

 
最終更新日付 令和 2 年 5 月 31 日 記載責任者 渡部 義紀 
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8-31 （1/1） 

8-31 財務情報の公開 

 

小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

8-31-1 私立学校法に基

づく財務情報公開体制

を整備し、適切に運用

しているか 

・財務公開規程を整備し、適切

に運用する。 

・公開が義務づけられている財

務帳票、事業報告書を作成す

る。 

・財務公開の実績を記録する。 

・公開方法についてホームペー

ジに掲載するなど積極的な公

開に取り組む。 

私立大学等経常費補助金の交

付対象法人として、また職業実

践専門課程の認定校として、法

人の計算書類を各校のホーム

ページ上で公開しており、適切

に運用しているといえる。 

財務情報の公表について、分か

りやすく加工することが求め

られている。本学も全般的な説

明や企業会計との違いの説明、

グラフや図表を用いた説明は

行っているが、学校法人会計に

なじみのないステークホルダ

ーに対して、より明快な情報公

開を行えるよう、他の事例を研

究しながら努力していきたい。 

・学校ホームページ「教育情報

の公表」財務情報 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

財務情報の公開についてはホームページ上にて学園の財務情報ならびに監事

監査報告書を公開している。 

資金収支計算書や事業活動収支計算書について、ポイントをまとめた説明文

を記載し、公開している。また、経常収支差額のような重要な数値を色づけ

し、わかりやすく公開している。 

 
最終更新日付 令和 2 年 5 月 31 日 記載責任者 渡部  義紀 
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基準９ 法令等の遵守 
 

大項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

 

（1） 関連法令、設置基準等の遵守 

専修学校設置基準及び厚生労働省の栄養士養成施設設置基準など関係法令や

学内規定を遵守し、健全な学校運営を行っている。 

教職員は就業規則に則り法令を遵守するよう努めている。 

学園において、ハラスメント防止委員会を設置し、ハラスメント防止のため

の規定を策定、各学校に担当職員を置き対応している他、リーフレットを作

成し学生に対して周知している。 

公益通報者保護規定を制定、教職員、学生等の組織的または個人的な法令違

反行為に関する通報及び相談の適正な処理の仕組みや措置について定めてい

る。 

また教職員の健康確保のために、労働安全衛生法に基づく安全衛生委員会が

平成 27 年度に設置された。 

 

（2） 個人情報保護 

個人情報保護については、学校法人全体の取り組みとして「学校法人後藤学

園個人情報保護規定」を定め、学生に対しては入学時に「個人情報の取り扱

いについて」のプリントを配付し啓発を行っている。 

 

（3） 学校評価 

自己点検・自己評価については、学校教育法施行規則において義務化されて

おり、本校においても学則にて定め、積極的に取り組んできた。 

平成 23 年度より専任・非常勤すべての開講科目に対して生徒の授業評価アン

ケートを実施し集計を行い問題点の抽出を実施している。 

平成 25 年度、職業実践専門課程の申請に伴い、学校評価委員会を立ち上げ、

学校の専門分野における業界関係者、高等学校進路指導担当教員、卒業生よ

り委員を選出し、自己点検・自己評価を基に学校評価を行った。 

自己点検・自己評価報告書及び学校評価報告書はホームページにて公開した。 

 

 

（1） 関連法令、設置基準等の遵守 

専修学校設置基準及び厚生労働省の栄養士養成施設設置基準など、関連法令

や学内規定を遵守し学校運営を行っている。 

在校生に対しては、年度初めのオリエンテーション時において、学修に関す

ること、学校生活、喫煙飲酒等のスクール・コンプライアンスについて周知

している。 

 

平成 29 年度に本校職員 1 名が安全衛生委員会の委員に任命されている。 

 

 

 

 

 

（2） 個人情報保護 

個人情報については、「学校法人個人情報保護規定」が定められている。個人

情報の適切な保護のため、「個人情報の範囲」、「守るべき必要性」等を教職員

が共通理解を持って取り組んでいる。 

 

（3） 学校評価 

授業評価アンケートは前期・後期の各教科最終授業にて行うものである。 

集計は学園本部にて行われ、結果は教務に告知される。評価は授業の改善資

料となるものである。 

学校評価については、平成 25 年度より学校評価委員会を立ち上げ対応してい

る。 

学校評価委員は関連業界関係者、高等学校進路指導担当教員、卒業生によっ

て構成されており、適切な配置である。学校関係者評価の結果を参考に教育

課程編成委員会及び教育課程内部検討委員会に於いてカリキュラムの変更を

今後も定期的に検討する。 
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大項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

 

 

 

 

 

 

 

（4） 教育情報の公開 

学校の概要、教育内容等について文部科学省ガイドラインに従った情報公開

を平成 25 年度よりホームページにて実施している。 

(3)続き 学校評価 

自己点検・自己評価を実施し、結果を公表し 

① 現状把握⇒②問題点の抽出⇒③改善策（代替案）の提案 

というマネジメントサイクルを組織構成員が共有することは組織開発のため

の必須要件である。 

 

（4） 教育情報の公開 

学校案内・パンフレット・ホームページにおいて学校の概要、教育内容につ

いての一定の情報は公開できている。 

 
最終更新日付 令和 2 年 5 月 31 日 記載責任者 飯田 美保 
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9-32 （1/1） 

9-32 関係法令、設置基準等の遵守 

 

小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

9-32-1 法令や専修学校

設置基準等を遵守し、

適正な学校運営を行っ

ているか 

・関係法令及び設置基準等に基

づき、学校運営を行うととも

に、必要な諸届等適切に行う。 

・学校運営に必要な規則・規定

等を整備し、適切に運用する。 

・セクシュアルハラスメント等

の防止のための方針を明確化

し、対応マニュアルを策定して

適切に運用する。 

・教職員、学生に対し、コンプ

ライアンスに関する相談窓口

を設置する。 

・教職員、学生に対し、法令遵

守に関する研修、教育を行う。 

専門学校の教育に関わる各種

の法令及び専修学校設置基準、

栄養士法や栄養士法施行規則

を遵守し、適正な運営を行って

いる。 

セクシュアルハラスメント等

防止のためハラスメント委員

会を設置し対応マニュアルを

策定し適切に運用している。 

公益通報者保護に関する内部

規定を定め、コンプライアンス

に関して適正に取り扱ってい

る。 

法律や制度の改正に対して生

じる変更事項やそれに対する

申請についての対応を迅速に

確実に行っていく。 

ハラスメントに関しては 4 月

オリエンテーション時に相談

窓口や相談方法などについて

学生生活ハンドブックやリー

フレット、ポスター等掲示物を

利用し、より周知を徹底してい

く。 

・ハラスメント対応マニュアル 

・学生生活ハンドブック 

 

点検中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

関係法令及び専修学校設置基準、栄養士法や同法施行規則に基づいた学校運

営が行われており、学校運営に必要な規則・規定等も整備されている。 

セクシュアルハラスメント以外にパワーハラスメント、アカデミックハラス

メント等学校環境において考えられるハラスメント全般について、ハラスメ

ント委員会を設置し研修等も行っている。 

法令遵守は時代のパラダイムとなっている為、それに則り学校運営を行って

いく。また、法律や制度の改正には迅速に対応できるよう、組織の体制を整

えている。 

 
最終更新日付 令和 2 年 5 月 31 日 記載責任者 飯田 美保 
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9-33 （1/1） 

9-33 個人情報保護 

 

小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

9-33-1 学校が保有する

個人情報保護に関する

対策を実施しているか 

・個人情報保護に関する取扱方

針・規定を定め、適切に運用す

る。 

・大量の個人データを蓄積した

電磁記録の取り扱いに関し、規

定を定め、適切に運用する。 

・学校が開設したサイトの運用

にあたって、情報漏えい等の防

止策を講じる。 

・学生・教職員に個人情報管理

に関する啓発及び教育を実施

する。 

「学校法人後藤学園 個人情

報保護規定」に基づき個人情報

保護計画を策定し実施すると

共に学園教職員はこの規定に

従って個人情報を保護してい

る。 

学校法人後藤学園 個人情報

保護規定を定め、会議等で折に

ふれて啓発。 

学園全体の統括的責任者の権

限と責任の明瞭化、個人情報保

護計画に基づく研修が必要。個

人情報についての重要性を十

分に認識し教職員全員の共通

理解の下、各種情報の保護を図

っていくことが重要である。個

人情報の管理に関して、卒業生

の情報等については教職員個

人ではなく組織的な管理を行

う。 

・学校法人後藤学園規定集 

・ソーシャルメディアポリシー 

・学校法人後藤学園個人情報保

護規定 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

学校法人後藤学園個人情報保護規定を策定し、これに基づいた個人情報保護

計画を策定し、教職員は規定に従い個人情報を保護しているが、日常業務に

おいての個人情報の取り扱いについては、個人の責任に任せている部分も多

く、個人情報管理に関するシステムの構築が必要である。 

保護すべき情報の範囲や情報の閲覧・アクセス制限等については規定や運用

に関して細則を設け、個人情報の取り扱いに関しての意識づけの徹底を行っ

ていく。 

 
最終更新日付 令和 2 年 5 月 31 日 記載責任者 飯田 美保 
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9-34 （1/1） 

9-34 学校評価 

 

小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

9-34-1 自己評価の実施

体制を整備し、評価を

行っているか 

・実施に関し、学則及び規定等

を整備し実施する。 

・実施にかかる組織体制を整備

し、毎年度定期的に全学で取り

組む。 

・評価結果に基づき、学校改善

に取り組む。 

自己評価に関しては学則に定

めているほか、学校評価要綱を

策定し、自己点検・自己評価に

関する細則を定め、組織体制を

整備した。平成 26 年度より第

三者評価に取り組み、令和元年

度に再審を受けた。 

自己点検・自己評価の結果につ

いて教職員が共通理解するた

めに、評価結果に関する連絡

会・報告会の開催等を継続す

る。 

 

9-34-2 自己評価結果を

公表しているか 

・評価結果を報告書にとりまと

める。 

・評価結果をホームページ掲載

するなど広く社会に公表する。 

自己点検・自己評価の結果は自

己評価報告書にまとめ、ホーム

ページにて公表した。 

自己点検・自己評価への取り組

みを継続的に行う。 

 

 

9-34-3 学校関係者評価

の実施体制を整備し評

価を行っているか 

・実施に関し、学則及び規定等

を整備し実施する。 

・実施のための組織体制を整備

する。 

・設置課程・学科に関連業界等

から委員を適切に選任する。 

・評価結果に基づく学校改善に

取り組む。 

平成 25 年に学校関係者評価委

員会を立ち上げ、自己点検・自

己評価に基づき学校関係者評

価を実施。学校評価要綱を整備

し、関連企業・高等学校進路指

導教員・卒業生より委員を選

任、評価結果についてホームペ

ージにて公表している。 

学校評価要綱に基づく適正な

委員構成がなされているが外

部委員の負担を鑑み適正人数

を配置できるよう検討する。 

 

9-34-4 学校関係者評価

結果を公表しているか 

・評価結果を報告書に取り纏め

る。 

・評価結果をホームページに掲

載するなど広く社会に公表す

る。 

学校関係者評価結果は学校関

係者評価報告書として、教育情

報の公開として、ホームページ

に掲載した。 

自己点検・自己評価から学校関

係者評価へとスムーズに進行

させる。 

・学校関係者評価要綱 

・学校関係者評価委員会名簿 

・学校関係者評価委員会議事 

 録 

・自己評価報告書 
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中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

より充実したカリキュラム編成への検討と専任・非常勤の指導力・資質向上

のため、授業評価に取り組んでおり、授業評価実施の結果、明らかになった

課題に対して改善を図っていく。自己点検・自己評価を実施し、結果を公表

している。 

① 現状把握⇒②問題点の抽出⇒③改善策の提案というマネジメントサイク 

ルを組織構成員が共有することは組織開発のための必須の要件である。 

学校関係者評価を実施して結果を公表、学校改善に取り組んでいる。 

自己点検・自己評価及び授業評価アンケートの結果を基に、問題点の改善に

努めている。 

 
最終更新日付 令和 2 年 5 月 31 日 記載責任者 飯田 美保 



 

82 

 

9-35 （1/1） 

9-35 教育情報の公開 

 

小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

9-35-1 教育情報に関す

る情報公開を積極的に

行っているか 

・学校の概要、教育内容、教職

員等教育情報を積極的に公開

する。 

・学生、保護者、関連業界等広

く社会に公開する。 

自己点検・自己評価を毎年実

施、令和元年度も引き続きホー

ムページ内に教育情報の公開

として、自己点検・自己評価報

告書及び学校関係者評価報告

書を公開した。 

自己点検・自己評価について

は、教職員全員への意識付けの

強化と共通理解が必要である。

学内の自己点検・自己評価委員

会を整備し、教職員が主体とな

り自己点検・自己評価を行う。 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

平成 26 年度、職業実践専門課程に認定された。令和元年度、第三者評価を受

け、今後も自己点検・自己評価を実施し、問題点の把握と改善に努める。 

学校の現状を学生・保護者・関連業界等広く社会に公開することは、学校へ

の理解を深めていただくためにも重要である。第三者評価を受けたことで、

より一層の信頼を得ることに繋がる。 

 
最終更新日付 令和 2 年 5 月 31 日 記載責任者 飯田 美保 
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基準１０ 社会貢献・地域貢献 
 

大項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

 

（1） 社会貢献・地域貢献 

学校の教育資源を利用した社会貢献活動については、企業

や地域と連携した取り組みを行っているが、まだ十分では

ない現状である。 

そのため、生涯学習として地域・社会に開かれた教育機関

を目指していく必要がある。 

また、教育環境を活かし、施設・設備の貸出しや教育成果

を地域や社会に還元していくことが必要である。 

 

 

 

 

 

（2） ボランティア活動 

ボランティア活動への参加は個々に任せていたが、ボラン

ティアの必要性や意義は理解していても、どのように活

動・協力すれば良いかわからない学生が見受けられこうし

た現状を踏まえ、本校教職員が NPO 法人「豊島子ども

WAKUWAKU ネットワーク」が運営する「こども食堂」

を訪問し、参加協力体制を整え、来年度以降への窓口・環

境整備に努めた。 

 

（1） 社会貢献・地域貢献 

社会貢献に関しては、関連企業や地域との交流、更に教育環境を活かし、施設・設備の貸出しや

教育成果を地域や社会と交流を深め、還元していく。 

 

令和元年度社会貢献活動・地域貢献活動は以下の通り。 

イベント名 実施日 実施場所 参加人数 活動種類 内容 

椎名町 

子ども食堂 

毎月第 2･4 

木曜日 

金剛寺 

蓮華堂 
100名 地域貢献 こども食堂にて夕食準備と片付け 

クッキング

タイム 
年４回 

北区志茂子ども

交流館 
30名 地域貢献 

北区・こども支援事業として 

小学校 1～6年生と保護者の 

料理講習会 

夏休み 

こども 

チャレンジ 

2019.7.28 本校 
20～ 

25名 
地域貢献 

都内在住小学生対象の 

料理講習会 

東都給食 

夏季講習会 

2019.8.2 

2019.8.5 
本校 

40名 

程度 
社会貢献 

東都給食社員向け 

調理講習会 

集団給食協会

調理実習 
2019.8.27 本校 

30名 

程度 
社会貢献 

給食会社勤務、 

調理従事者向け 

調理講習会 

シニア世代

の食事 
1019.11.15 本校 60名 地域貢献 豊島区体育協会 

親子 

クリスマス 

ケーキ作り 

2019.12.22 本校 25名 地域貢献 都内在住小学生対象の料理講習会 

ジュニア 

食育教室 
2020.2.7 本校 60名 地域貢献 

豊島区体育協会、    

リクレーション協会 
 

 
最終更新日付 令和 2 年 5 月 31 日 記載責任者 飯田 美保 
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10-36 （1/1） 

10-36 社会貢献・地域貢献 

 

小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

10-36-1 学校の教育

資源を活用した社会

貢献・地域貢献を行

っているか 

・産・学・行政・地域等との連

携に関する方針・規定等を整備

する。 

・企業や行政と連携した教育プ

ログラムの開発、共同研究の実

績がある。 

・国の機関からの委託研究及び

雇用促進事業について積極的

に受託する。 

・学校施設・設備等を地域・関

連業界等・卒業生等に開放す

る。 

・高等学校等が行うキャリア教

育等の授業実施に教員等を派

遣するなど積極的に協力・支援

する。 

・地域の受講者等を対象とした

「生涯学習講座」を開講する。 

・環境問題など重要な社会問題

の解決に貢献するための活動

を行う。 

・教職員・学生に対し、重要な

社会問題に対する意識の醸成

のための研修、教育に取り組

む。 

関連企業や卒業生に対し、校内

施設を貸出し、依頼があれば講

師を担当している。 

高等学校の学生に対し、職業教

育の一環として調理や栄養に

関する模擬授業を行うため教

職員を派遣、本校での実習実施

に協力している。 

 

厚生労働大臣が指定する教育

訓練校として、平成 27 年度か

ら、教育訓練給付金制度該当者

支援を行っている。 

 

地域貢献活動として、NPO 法

人豊島区体育協会でのジュニ

アスポーツのための栄養学等

を本校教職員が担当した。 

 

社会貢献活動では、（社）集団

給食協会と連携し、従事者向け

の調理講習会や子供・親子向け

料理教室等を担当し、食育を通

じ手作りの楽しさ、栄養の大切

さを伝えている。 

地域の交流を深めるためにも

公開講座等の企画や開催につ

いて協力体制を整える。 

栄養士養成施設として、企業と

連携し、より積極的に講習会の

企画や、講師の派遣依頼等を行

う。 

栄養に関係した環境・社会問題

については、授業の中で随時解

説を行い、学生の理解や協力体

制を強化する。 

 

 

 

環境問題については学校の専

門性ならではの問題として、食

材料の無駄をなくすことへの

取り組みなど、学生に授業を通

じ理解を求めている。 

 

社会貢献活動により、コミュニ

ケーション能力の向上や、栄養

士、社会・企業との情報交換を

することで交流に繋がり、校外

実習先の受入れ先等となるこ

ともあり、今後も活動の場を広

げていく。 

・受託事業関係資料 
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小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

10-36-2 国際交流に

取組んでいるか  

・海外の教育機関との国際交流

の推進に関する方針を定める。 

・海外の教育機関と教職員の人

事交流・共同研究等を行う。 

・海外の教育機関と留学生の受

入れ、派遣、研修の実施など交

流を行う。 

・留学生の受入れのため、学修

成果、教育目標を明確化し体系

的な教育課程の編成に取り組

む。 

・留学生の受入れを促進するた

めに学校が行う教育課程、教育

内容・方法等について国内外に

積極的に情報発信を行う。 

 

留学生については、国費留学生

を 2 名の枠で受け入れている。 

今後も学園本部と連携を取り

積極的に留学生を受け入れる

体制を整える。 

また、国内外への情報発信を積

極的に行う。 

 

 

 

点検中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

本校の学校としての使命は主に教育活動であるが、近年はこれに地域社会・

産業界・行政と連携した社会貢献活動も重要な使命となる。 

個人、グループでの地域貢献活動や、地域交流活動への取り組みを促進する

ための支援体制づくりが重要な課題となる。 

（社）集団給食協会との連携による調理従事者・栄養士向けの講習会、食育

の一環としての小学生対象の料理教室等は例年の取り組みとなっている。 

地域貢献活動への協力体制を整備しており、シニア向けのスポーツ講座や、

豊島区体育協会でのジュニアスポーツのための栄養学講座を継続的に実施し

ている。 

 
最終更新日付 令和 2 年 5 月 31 日 記載責任者 飯田 美保 
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10-37 （1/1） 

10-37 ボランティア活動 

 

小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

10-37-1 学生のボラン

ティア活動を奨励し、

具体的な活動支援を行

っているか 

・ボランティア活動など社会活

動について、学校として積極的

に奨励する。 

・活動の窓口の設置など、組織

的な支援体制を整備する。 

・ボランティアの活動実績を把

握する。 

・ボランティアの活動実績を評

価する。 

・ボランティアの活動結果を学

内で共有する。 

こども食堂のボランティアに

学生・教職員ともに定期的に参

加している。 

ボランティアとは本人の意志

で社会のために、自分ができる

ことを実行することであり、学

生の自律的・自発的活動を尊重

し、側面的援助を行う。 

学生のボランティア活動を支

援するための組織を整備し、ボ

ランティアの意義や組織論に

ついて教育し自律的に活動で

きるよう支援する。 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

ボランティア活動の支援の在り方や、運営方法は学校の教育方針やニーズ、

あるいは地域特性等に大きく左右されるものであり、それらの諸条件を総合

的に調整し学校の教育に目的適合性を持った現実的な対応が必要である。 

ボランティア活動は人間力を育むための教育の一環とも成り得るものであ

り、本人の自発的な意思により活動に参加すべきものである。 

また、卒後社会人として企業や地域に貢献するためのスキルを身に付けるこ

とが期待できる。キャリア教育の一環として、学校の支援体制を整備してい

く。 

 

 最終更新日付 令和 2 年 5 月 31 日 記載責任者 飯田 美保 


